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特別寄稿

全学共通科目「データサイエンス・AI入門」

の開講と現状・課題

勝浦 正樹

名城大学経済学部経済学科

1．はじめに

　2022年4月，名城大学全10学部の共通科目として，

「データサイエンス・AI入門」が開講された．日本，

そして世界において，AI（Artificial Intelligence; 

人口知能），ビッグデータ，データサイエンスなど

に注目が集まっている社会情勢の中での開講であっ

たが，日本の少なくない大学で，同様の全学共通科

目は既に開講していたのである．数理・データサイ

エンス・AIに関する入門科目については，後に述

べるように文部科学省が認定制度を設けていること

もあって，国立大学を中心として，多くの大学でそ

の認定を取得するために関連する科目を設置してお

り，本学は後塵を拝したといえるかもしれない．も

ちろん，他大学と開講時期を比較することがそれほ

ど重要であるわけではなく，学生が授業の内容を理

解し，社会に出たときにデータサイエンス等に関す

る必要な知識を着実に身につけているかといった観

点で評価されるべきである．

　本稿は，「データサイエンス・AI入門」の開講に

至るまでの経緯，教育内容や運営方法，さらには様々

な課題などについて論述することを目的とする．な

お，この科目はこれまでに，2022年度と2023年度

の前期に2度開講されているが，本稿では主に初年

度の2022年度について記述し，2023年度について

は必要に応じて言及するにとどめる．

　本稿の構成は，以下の通りである．第2節で数理・

データサイエンス・AIに関する教育の全国的な動

向や本科目を開講する背景などを述べる．第3節で，

本学において「データサイエンス・AI入門」が開

講されるまでの経緯・準備について説明した上で，

第4節で，この科目の概要を提示する．第5節で，

開講された1年目の状況を概説し，第6節で，その

点検・評価の内容を示す．第7節では，まとめと今

後の課題について言及する．

2．�日本の大学におけるデータサイエンス・

AI教育の現状1）�2）

　IT技術の急速な発展により，我々の生活は大き

く変化し，ビッグデータも以前に比べて利用しやす

くなるとともに，それらを分析するためのハード

ウェア・ソフトウェアも進歩し続けている．こうし

た変化に合わせて，学問としてのデータサイエンス

自体も発展している．しかし，こうした急激な変化

に対して，大学教育が迅速に対応しているとは，必

ずしも言い切れない．情報工学等を専攻する学生に

対する専門課程における教育では，時代の変化に対

応した教育は行われているであろうが，文系学部の

学生も含めた大学生全般に対して，最新の技術進歩

に対応した教育が実践されているのかについては疑

問を感じる．

　AIやデータサイエンスの進歩に対する日本全体

の対応としては，内閣府がとりまとめた2019年 
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7月の「AI戦略2019 3）」があり，そこでは，「Society 

5.0の実現を通じて世界規模の課題の解決に貢献す

るとともに，我が国自身の社会課題も克服するため

に，今後のAIの利活用の環境整備・方策」といっ

た政府の基本方針が示された．そして戦略目標の1

つとして，「人口比において最もAI時代に対応した

人材を育成・吸引する国となり，持続的に実現する

仕組みを構築する」ことをあげており，そのために，

国民のAIに関するリテラシーを高める必要がある

としている．そして，「全ての高等学校卒業生（約

100万人卒/年）が，データサイエンス・AIの基礎

となる理数素養や基本的情報知識を習得」すること

や，「文理を問わず，全ての大学・高専生（約50万

人卒/年）が，課程にて初級レベル（リテラシーレ

ベル）の数理・データサイエンス・AIを習得」す

ることが，目標として設定されたのである．

　こうした数値目標を達成するために策定されたの

が，文部科学省による「数理・データサイエンス・

AI教育プログラム認定制度4）」である（以下，「認

定制度」とはこの制度のことを指し，「認定」はこ

の制度に認定されることを表す）．これは，内閣府

のもとに設置された「数理・データサイエンス・

AI教育プログラム認定制度検討会議」に基づき

2020年3月に設計されたものである5）．端的に言う

とこの認定制度は，各大学等がそれぞれで実施して

いる数理・データサイエンス・AIに関するプログ

ラム（カリキュラムに含まれている授業）を申請し，

文部科学省が提示する基準（認定要件）を満たして

いればそのプログラムが認定され，プログラムを構

成する授業の単位を取得した学生は，該当するレベ

ルの知識を習得したと認定される制度である．学生

のメリットとしては，質が保証されたプログラムの

科目で提供される知識・技術が得られるとともに，

たとえば，就職活動の際に，自分が数理・データサ

イエンス・AIに関して，認定されたレベルの知識・

技術を有することを証明し，アピールできることな

どがあげられる．

　この認定制度に選定されるための認定要件は以下

の通りである．

　① 大学等の正規の課程であること

　②  学生に広く実施される教育プログラム（全学

開講）であること

　③ 具体的な計画を策定し，公表すること

　④  学生の関心を高め，かつ，必要な知識及び技

術を体系的に修得（モデルカリキュラム参照）

できること

　⑤ 学生に対し履修を促す取組を実施すること

　⑥  自己点検・評価（履修率，学修成果，進路等）

を実施し，公表すること

　⑦  当該教育プログラムを実施した実績のある

こと

　認定制度は，まずリテラシーレベルからスタート

し，後に，より上のレベルである専門分野への数理・

データサイエンス・AIの応用基礎力を認定する「応

用基礎レベル」も追加されることになる．リテラ

シーレベルの最初の認定は2020年8月に行われ，

大学・短大・高専あわせて67校が選定された（大

学は59校，うち私立大学は28校）．その際認定さ

れたのは，2019年度のプログラムに対してであり，

新たな科目を設置した大学もあるし，既存の科目を

利用したプログラムで申請した大学もあった．

　認定されたプログラムを修了した学生には，デジ

タルバッジ（オープンバッジ）などで修了証が発行

され，関連する知識・技術を習得したことが証明さ

れる．

3．�本学におけるデータサイエンス・AIに関

する共通科目の設置のための準備

3－1．認定制度の選定に向けての検討

　前節で述べた認定制度をきっかけに，数理・デー

タサイエンス・AIに関する教育が全国の大学で展

開している状況にあったにもかかわらず，最初に認
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定が公表された2020年8月，あるいは各大学が認

定のためのプログラムをすでに走らせていた2019

年度において，本学ではそれに該当するような全学

的なプログラムは存在していなかった．

　しかしながら，全国のこうした状況を受けて，本

学でもデータサイエンス等に関する教育を充実さ

せ，認定制度にも選定されるようにしたいと考える

教員や関連する部署の職員間で，非公式ではあるが

認定のためのプログラムについて話し合われるよう

になった．もちろん，認定制度に選定された大学の

学生と比較して，本学の学生が就職活動などで不利

にならないようにしたいという危惧もあったし，

データサイエンスに関する教育をより充実させたい

というシンプルな要望も潜在していた（なお，数理・

データサイエンス・AI，データサイエンス・AI，

あるいは単にデータサイエンスと述べても，本稿で

はほぼ同義に用いる）．

　全学的なデータサイエンス・AIに関する科目の

設置を本学が公式に議論するようになったのは，

2021年3月であるが（後述），それ以前にもこうし

た分野が重要であると認識されていることを示す動

きもあった．たとえば，2020年6月に「数理・デー

タサイエンス教育強化拠点コンソーシアム」中部・

東海ブロックの連携校として本学が名を連ねたこ

と，2020年10月の第11回FD学習会で，「文系学

部におけるデータサイエンス教育の実践」という論

題での講演が行われ，本学の教職員に文系学部でも

データサイエンス教育が重要であることがFD活動

として提示されたこと（報告は筆者），理工学部で

数理・データサイエンス教育に関する検討が行われ

ていたことなどがあげられる．もちろん本学では，

2022年度に情報工学部を開設するための準備が進

んでおり，こうした分野を重視する下地は十分に

あったといえよう．

　なお，上で述べた「数理・データサイエンス教育

強化拠点コンソーシアム」は，文部科学省が2016

年12月に公表した「大学の数理・データサイエン

ス教育強化方策について」という報告書6）で設立

が提言され，国立大学を中心に2017年度に組織さ

れた．このコンソーシアムでは，数理・データサイ

エンス・AIに関する科目の標準的なカリキュラム

や教材，教育用データベースなどが作成され，数理・

データサイエンス教育が全国に浸透するための情報

発信や大学間の連携のために組織されたコンソーシ

アムである．

　いずれにしろ，認定制度に選定される必要性が追

い風にもなって，データサイエンスに関する教育を

充実させるために全学共通科目を設置することが，

2020年11月ごろから2021年の初めにかけて，検討

されていったのである．

　なお，認定制度にプログラムが選定されるための

関連科目の設置形態には複数の方法があるが，最も

シンプルなのは全学部の学生が受講可能なデータサ

イエンスに関連する全学共通科目を1科目設置する

方法（認定要件②）であり，本学でもその方向で検

討が進められた．つまり，認定のためのプログラム

と全学共通のデータサイエンス科目の設置とは，同

義である．本学では，以前，教養教育科目を全学共

通科目から各学部での開講に変更したという経緯も

あり，再度，全学共通の科目を設置するためには，

各学部の協力が不可欠であった．幸い，学部長会な

どにおける情報共有を通じて各学部長の理解を得る

ことができ，学部長を通じて各学部に説明して頂け

たことは，非常にありがたかった．

3－2．データサイエンス教育検討WG

　以上のような検討と情報共有を通じて，学長をは

じめ学長スタッフ会議などでも認定制度に選定され

ることへの理解を得ることができた．そして，

2021年3月26日の大学協議会において認定制度に

申請することを前提にデータサイエンスに関連する

全学共通科目を2022年度に開講すること，その内
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容等を検討するためのワーキンググループ（「デー

タサイエンス教育検討WG」，座長：野口教育担当

副学長，所管：大学教育開発センター・学務センター）

を設置することが公式に承認された．

　認定制度の要件にはすでに実施したプログラムで

あること（認定要件⑦）が含まれており，プログラ

ムをある年度に実施したら，その翌年度になって認

定を受けることが可能となる．したがって，2022

年度からプログラムを開始したとしても，認定され

るのは2023年度中であり，2022年4月に開講でき

なければ，認定は1年延びてしまうことになる．ま

た，正規の課程であることも要件である（認定要件

①）ため，新規科目の設置にはカリキュラム改正及

び学則改正が必要となり，それらのタイムスケ

ジュールを考慮すると，できるだけ早くプログラム

の内容を固める必要があった．そのため，2021年4

月1日に第1回の会議が行われたデータサイエンス

教育検討WGは，急ピッチで様々な方針を決定して

いったのである．このWGでの主な検討事項や決定

された方針は，以下の通りである．

　◦ 科目名：「データサイエンス・AI入門」

　◦ 開講時限：原則として土曜5限

　◦  講義形態：動画視聴を中心とした完全なオン

デマンド方式

　◦ 授業運営体制

　◦ 科目の開講形態

　◦ シラバスの内容

　◦ 成績評価，定期試験

　◦ 科目担当者

　◦ その他

このWGの検討内容については，適宜必要な会議体

で報告された．なお，形式的に土曜5限の開講とし

たのは，この曜日・時限には各学部等で授業が開講

されていないからである．

3－3．�「データサイエンス・AI入門」科目

運営委員会

　上のようにデータサイエンス教育検討WGでの議

論が進められるのと並行して，「データサイエンス・

AI入門」科目運営委員会（以下，「科目運営委員会」）

が大学協議会のもとで設置されることが検討され，

2021年6月には正式な委員会として発足した（大

学教育開発センターと学務センターが分掌）．つま

り，データサイエンス教育検討WGは発展的に解消

されることになった．

　この科目運営委員会の役割，すなわち検討する事

項は以下の通りである7）．

　（1）教育コンテンツに関する事項

　（2）担当教育職員に関する事項

　（3）本科目の自己点検・評価に関する事項

　（4）その他本科目の運営に関する事項

　この委員会が設置された理由の1つは，認定要件

に，自己点検・評価を実施・公表することが含まれ

ており（認定要件⑥），全学共通で「データサイエ

ンス・AI入門」を運営するだけではなく，自己点検・

評価を実施する主体として，正式な委員会の設置が

必要であったからである．

　科目運営委員会は，副学長1名，科目担当者から

数名，学務センター長1名，大学教育開発センター

長などで構成されるが，この委員会のもとに，科目

の全担当者で構成される「データサイエンス・AI

入門」科目運営委員会WGが設置され，具体的な授

業内容や運営については，このWGで検討されるこ

とになった．

　さらにこうした流れと並行して，各学部に対して

もこの科目の位置づけ等について検討を依頼した．

まず，科目の開講形態に関して，新規の科目として

開講するのか（カリキュラム改正を伴う），既存の

科目である特設科目・特殊講義・特別講義などとし

て開講するのか（カリキュラム改正を伴わない）を

学部ごとに決定し，さらに，科目の分類（教養科目
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か専門科目かなど），配当年次，学位授与方針対応

表や履修系統図上の位置づけ等々についても，迅速

に決めて頂いた．

　このように，2022年4月の「データサイエンス・

AI入門」の開講と認定制度への申請に向けて，準

備が着々と整っていったのである．

4．「データサイエンス・AI入門」の概要

　本節では，データサイエンス教育検討WGや

「データサイエンス・AI入門」科目運営委員会，さ

らにそのもとに設置されたWGなどで決定された

「データサイエンス・AI入門」の授業形態，シラバス，

成績評価方法などについて概説する．

4－1．授業形態

　全学共通科目として「データサイエンス・AI入門」

をすべての学部学生を対象に開講すれば，非常に多

くの学生が受講することが予想される．そして，本

学の3つの異なるキャンパスで過ごす学生をどう集

めるかなどを考えると，完全なオンライン形式の授

業にするしか方法は考えられなかった．新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響で，オンライン形式の授

業に関するノウハウが教職員にも蓄積されていた

し，学生も慣れていたことは疑いなく，この点は特

に大きな議論もなく決定された．利用するLMSは，

本学が採用しているWebClassである．

　問題は，どのような形式でオンライン授業を構成

するかであった．時間割の問題やネットワーク環境

の問題もあり，Zoomなどを利用したリアルタイム

の授業形態は不可能である．そこで，担当者が動画

を準備し，学生が好きな時間に視聴できるオンデマ

ンド方式を採用することになった．

　ただし，90分近くの長い動画を視聴するのでは，

学生の集中力が続かず，動画を最後まで視聴しない

ことも予想されるため，1本の動画を10～20分程

度に収め，それを1回の講義で3本程度提供するこ

とにした．動画ではPowerPoint等を利用しながら

内容を説明し，スライドはpdfにしてWebClassに

アップロードして，学生がダウンロードできるよう

にした．

　しかし，動画を視聴するだけでは内容が身につか

ないし，90分の授業時間も確保できない．そこで，

各動画の内容ごとに自習用の課題・問題を提示し，

学生にそれらを解いてもらうことによって内容の理

解を促すようにした．自習課題の例を，以下であげ

ておこう．

　◦ 教科書や参考文献の該当箇所の熟読

　◦  計算問題（オリジナルの問題，他の書籍等の

練習問題や統計検定などの過去問題の利用）

　◦ ExcelやRなどによる演習問題

　◦  説明動画から，特定の問題等について，学生

に考えさせる課題

　◦ 関連する資料（新聞記事など）に目を通すこと

　◦ 関連するウェブサイトの閲覧

　◦ 説明動画の内容の要約

　◦ 関連する別の動画の視聴

なお，本科目の教科書としては，難易度や取り上げ

ている内容を考慮して，以下の書籍を選択した．

　 竹村彰通・姫野哲人・高田聖治編著（2021）『デー

タサイエンス入門 第2版』学術図書

　各動画の後に学生が解く自習課題は，採点などの

困難さから提出はさせないため，学生によっては全

く取り組まない可能性もある．そこで，毎回の授業

で理解度確認小テストを実施し，それを成績に反映

させることにした．理解度確認小テストは，各動画

の内容に対して3-4問程度作成し，1週で10問程度

とした（15週目を除く）．小テストの問題は選択式

（単数選択式，複数選択式が混在）でWebClass上

で実施し，学生は次の週の授業のコンテンツが提供

されるまでの1週間以内に解答しなければならない

（動画等のコンテンツは毎週土曜日の午前0時に閲

覧可能となるので，理解度確認小テストの解答期限
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は，翌土曜日の午前0時となる）．なお，ネットワー

クに問題が発生することを考慮して，学生は1週に

つ き3回 ま で 受 験 で き る よ う に し た． 採 点 は

WebClassによる自動採点であり，理解度確認小テ

ストの解答は，翌週にWebClassにアップロードし，

学生が答え合わせできるようになっている．

　また，各週で掲示板を設置し，出席確認を掲示板

への書込みによって行った（出席回数が3分の2に

満たない場合は欠格）．もちろん，授業に対する意見・

要望などを書く役割ももつ．

　したがって，毎週WebClassにアップロードされ

るコンテンツは，基本的に以下のような構成となる．

　◦  動画3本及び各動画の説明に用いたスライド

（スライドのpdfファイルは動画の添付資料で

基本的にダウンロード可能）

　◦  各動画に対応した3種類の自習課題（各自習

課題には複数の問題が含まれる）

　◦ 理解度確認小テスト

　◦ 前週の理解度確認小テストの解答

　◦ 掲示板

4－2．成績評価方法と定期試験

　オンデマンド授業において学生に内容を確実に学

習させるための方策として，理解度確認小テストを

ほぼ毎週作成し，成績評価においては，理解度確認

小テストを40％，定期試験を60％とした．両者の

比率については，小テストの比率を下げるという意

見もあったが，完全オンライン授業ということで普

段からきちんと学習することに重きをおき，小テス

トの比率を高めに設定した．

　定期試験については，学生を教室に集めて試験を

実施することも検討したが，受講生が多いことや一

斉に実施することには多くの課題があることから，

これもオンラインで実施することとした．ただし，

オンラインの定期試験だと，学生同士が相談したり

する恐れがあるため，厳密に実施することが難しい．

そこで，学生ごとに異なった問題を提示する方式を

採用した．すなわち，担当者が多めに問題を作成し，

学生ごとにランダムに出題する方式である．これは，

現在，多くの資格試験などで行われているCBT

（Computer Based Testing）で採用されている方式

である．出題者が多くの問題を作成するという負担

の問題はあるが，定期試験の厳密さを考えれば，仕

方がないことである．また，問題を内容と難易度で

調整した5つの分野（後述）に分け，学生には5つ

の分野すべてを解答させるようにした．各分野では，

難易度や問題数によって，解答時間を10～20分に

設定し，解答中にネットワークに問題が発生する場

合を想定して，各分野で2回までは受験できるよう

にした．この点は理解度確認小テストで慣れている

はずである．また，自宅などでネットワークに不安

がある学生は，本学の情報処理教室で受験すること

を推奨した．

4－3．シラバス

　「データサイエンス・AI入門」を開講するにあたっ

て，最も重要な準備の1つは講義内容を決め，シラ

バスを作成することであった．データサイエンス教

育検討WGのもとに部会が設置されたが，その部会

の主要な役割は，シラバスを作成することであり，

結果として作成された2022年度のシラバスにおけ

る授業計画は，表1の通りである．

　認定要件④には，データサイエンス・AIを体系

的に修得できるようにするため，モデルカリキュラ

ムを参照することが明示されている．ここでモデル

カリキュラムとは，前出の数理・データサイエンス

教育強化拠点コンソーシアムが作成しているもの

で，2020年4月に「数理・データサイエンス・AI（リ

テラシーレベル）モデルカリキュラム～データ思考

の涵養～」というタイトルで提供されている 8）．そ

こで本科目のシラバスを作成するにあたっても，モ

デルカリキュラムを大いに参考にし，基本的な部分
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表1　データサイエンス・AI入門のシラバスの授業計画（2022年度）

項目欄 内容欄

1

【講義ガイダンス】
・�本講義の進め方と注意事項（山田�宗男：情報工）
・�数理データサイエンスの必要性（池上�彰）
・�AIって何？，何ができる？（山田�宗男：情報工）

講義の目的と到達目標，受講方法等を理解する．

2

【社会で起きている変化】
・�経営学・マーケティングの観点から�
（新美�潤一郎：経営）
・ビッグデータ（山本�修身：情報工）
・�データサイエンティストの役割（齊藤�公明：理工）

データサイエンスやAIとはどういう分野なのか，なぜ社会の関心を集めているのかなど，社会で起
きている変化を知り，データサイエンスやAIを学ぶことの意義を理解することを目標とする．

キーワード：Society�5.0，第4次産業革命，データ駆動型社会，AIと労働

3

【活用事例1（社会科学分野）】
・�経営学・マーケティングの事例から�
（新美�潤一郎：経営）
・�社会科学（経済学）における活用事例（焼田�紗：経済）
・�都市分析の視点からの活用事例（杉浦�伸：都市情報）

経営学，経済学，地域分析などの分野において，データサイエンスやAIがどのように利活用されて
いるのか，それぞれの分野での実際の活用事例を学習する．

キーワード：マーケティング，ファイナンス，マクロ経済モデル，都市計画，RESAS

4

【活用事例2（法・人文学分野）】
・�法律学・政治学におけるデータサイエンスの応用�
（前田�智彦：法）
・�心理学における活用事例（原田�知佳：人間）
・�言語分析におけるAI・データサイエンスの活用�
（西尾�由里，藤原�康弘：外国語）

法学・政治学，心理学，教育，文学などの分野において，データサイエンスやAIがどのように利活
用されているのか，それぞれの分野での実際の活用事例を学習する．

キーワード：世論調査，実態調査，心理データ解析，ビッグデータ，SNSデータの分析，言語デー
タ分析，自動音声認識，自動翻訳

5

【活用事例3（理工学分野）】
・�画像認識での活用事例（堀田�一弘：理工）
・�音声処理での活用事例（坂野�秀樹：情報工）
・�SNSデータ/ソーシャルデータ/シミュレーション�
（米澤�弘毅：情報工）

理学，工学，情報工学などの分野において，データサイエンスやAIがどのように利活用されている
のか，それぞれの分野での実際の活用事例を学習する．

キーワード：画像処理，音声処理，SNSデータの分析，ソーシャルビッグデータ，シミュレーショ
ン

6

【活用事例4（生命科学，薬学分野）】
・ゲノム解析・遺伝子工学（森上�敦：農）
・薬学分野の活用事例1（大津�史子：薬）
・薬学分野の活用事例2（大津�史子：薬）

生命科学，薬学，医学などの分野において，データサイエンスやAIがどのように利活用されている
のか，それぞれの分野での実際の活用事例を学習する．

キーワード：ゲノム解析，遺伝子工学，ランダム化比較実験，医薬品開発，医療ビッグデータ・レ
セプトデータ

7

【データを可視化する】
・データの可視化（焼田�紗：経済）
・データとデータセットの種類（焼田�紗：経済）
・適切なグラフの使い方（焼田�紗：経済）

データを可視化する様々な手法と可視化されたグラフの読み方を学び，起きている事象の背景や意
味合いを理解する．グラフにはさまざまな種類があり，それぞれの特徴やどのような場合に使用す
るかについて学び，適切な可視化方法を選択して他者に説明できることを目標とする．

キーワード：時系列データ，横断面データ，いろいろなグラフ，関係の可視化，地図上の可視化

8

【度数分布，ヒストグラム，分割表】
・�データの種類とクロス集計（勝浦�正樹：経済）
・�度数分布表とヒストグラム（勝浦�正樹：経済）
・�ローレンツ曲線とジニ係数（勝浦�正樹：経済）

量的データと質的データなどの違いを踏まえた上で，質的データをクロス集計表に，量的データを
度数分布表に集計する方法を説明し，そこから何を読み取ることができるのかを身に着ける．さらに，
ローレンツ曲線とジニ係数による所得格差の分析方法を説明し，実際のデータに応用できるように
する．事前に教科書44-49，81-82，117-120ページを読み，講義後には指示した課題を解くこと．

キーワード：データの種類，クロス集計，度数分布，ヒストグラム，分割表，ローレンツ曲線とジ
ニ係数

9

【代表値，散らばり】
・�データの代表値：平均値，中央値，最頻値�
（勝浦�正樹：経済）
・�散らばりの尺度：分散・標準偏差，変動係数�
（勝浦�正樹：経済）
・�箱ひげ図の描き方と解釈（勝浦�正樹：経済）

データの代表値としての平均値，中央値，最頻値の算出方法や特性と，それらの代表値の関係を理
解する．さらに，散らばりの尺度としての分散・標準偏差，変動係数などについて学習し，それら
が実際のデータでどのように利用されているのかを説明する．また，四分位数・四分位範囲を提示
した上で，データの可視化の方法として，箱ひげ図の作成方法と解釈について学習する．事前に教
科書50-56，114-117，121ページを読み，講義後には指示した課題を解くこと．

キーワード：平均値，中央値，最頻値，分散・標準偏差，四分位範囲，外れ値，箱ひげ図

10

【相関と回帰】
・�2変量の関係と相関（鳥居�弘志：経営）
・�単回帰分析（鳥居�弘志：経営）
・�重回帰分析（鳥居�弘志：経営）

2変量の関係の把握の必要性について例示し，その分析方法として，散布図，相関係数，回帰直線に
ついて説明した上で，より一般的な重回帰分析について説明する．さらに，相関関係と因果関係の
違いについても例示する．

キーワード：相関係数，最小2乗法，回帰直線，残差，決定係数，重回帰分析，相関関係と因果関係

11

【母集団と標本，推定・検定の考え方】
・�母集団と標本，統計的推定（鳥居�弘志：経営）
・�仮説検定1（鳥居�弘志：経営）
・�仮説検定2（鳥居�弘志：経営）

データサイエンスにおける母集団と標本の考え方を理解した上で，データを収集する際の標本抽出
法などについて学習する．さらに，統計的推定や仮説検定の考え方の基礎を学んだ上で，様々な仮
説検定の活用事例を提示する．

キーワード：ランダムサンプリング，信頼区間，仮説検定，P値，平均値の差の検定，独立性の検定

12

【Rの使い方】
・�Rの使い方（1）（山本�修身：情報工）
・�Rの使い方（2）・（3）（米澤�弘毅：情報工）

統計解析ソフトであるRの基本的な操作方法を学習し，Rのコマンドを使って，簡単なデータ分析が
できることを目標とする．Rのインストールの方法，データの読み込み，度数分布やヒストグラムの
作成，基本統計量の計算，回帰分析などについて例示し，自分のPCを用いて実際にRによる計算が
できることを目標とする．

キーワード：R，データファイル，関数の使い方

13

【データ利活用における留意事項】
・�留意事項全般の話（松本�俊太：法）
・�研究倫理（松本�俊太：法）
・�個人情報・プライバシー保護・著作権保護�
（庄村�勇人：法）

データを利用する際の様々な留意事項について学ぶ．まず，データサイエンスができることとでき
ないこと，および，研究を行う際に留意すべきELSIという考え方を学ぶ．つづいて，その一部である，
研究倫理の問題と，データの利活用に関連する法律やルール（個人情報保護・著作権など）につい
て理解する．

キーワード：演繹法・帰納法・ELSI・研究倫理・プライバシー権・個人情報保護法・著作権法

14

【データサイエンス・AI利活用における留意事項】
・�データサイエンス・AI利活用における留意事項�
（前田�智彦：法）
・�ビッグデータ・AIの利活用状況が生み出す問題（情
報学・工学の観点から）（野崎�佑典：情報工）
・�データの保護（情報セキュリティ）�
（野崎�佑典：情報工）

データ，とくにビッグデータやAIの利活用が社会で広まっていることによって起こっている諸問題
について知る．法的・倫理的な観点からは，プライバシー保護や差別といった人権の問題など，情
報学・工学の観点からは，ビッグデータやAIの濫用・誤用や情報セキュリティについて学ぶ．

キーワード：データバイアス・AIの透明性と説明可能性・AIと差別・情報漏洩・暗号化技術

15 【講義全体の総括，振り返り】
勝浦�正樹（経済），山田�宗男（情報工）

講義全体を振り返るとともに，AI活用の最新事例に触れて，AI活用人材になるために必要な知識・
スキルについて考察する．また，発展的な学習についての方向づけを行う．

資料：2022年度「データサイエンス・AI入門」のシラバスより抜粋
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を受け入れた上で，本学の特徴が出せるように検討

を行った．

　モデルカリキュラムは，「導入」，「基礎」，「心得」

という3本の柱で基本的に構成されている（これに

加えて，「選択」の項目もあるが，省略する）．

　「導入」とは，社会で起きている変化，データ・

AIの利活用の領域や現状，利活用のための技術や

最新動向などである．「基礎」は，データを読む・

扱う・説明するといったいわゆるデータリテラシー

であり，統計分析の基礎である．「心得」は，デー

タを扱い，データを守るための留意事項で，個人情

報保護などを含めた法的・倫理的問題などを扱う．

　この3本の柱をどのような順序で，どの程度の

ウェイト（時間配分）をもたせて構成するのかに関

しては，いくつかのパターンがモデルカリキュラム

で提示されているが，基本的にこの3本柱の内容を

しっかりと提供していれば，認定上は問題ないと判

断した．また，本学は中部地方最大の私立総合大学

であり，多数の文系・理系の多様な学生が在籍し，

学生間での数理・データサイエンス・AIに対する

興味や前提知識における差は小さくない．文系・理

系でコンテンツを分ける，あるいは選択させる方法

も考えられたが，やはり全学共通科目であるので，

共通のコンテンツを提供する方向で検討を行った．

多様な学部があるのだから，文系学部の学生にも理

系の，理系学部の学生にも文系のデータサイエンス・

AIの活用事例を知ってもらうことが総合大学の強

みであるという認識のもと，「導入」部分について

ややウェイトを大きくし，3本の動画を原則として

異なった教員に担当して頂き，できるだけ多様な活

用事例が含まれるような構成とした．具体的には，

第2週に社会で起きている変化（ビッグデータやAI

の利用が一般的になり，データサイエンスが必要と

される社会になってきたことなど）を扱った上で，

第3週～第6週を，社会科学分野，法・人文学分野，

理工学分野，生命科学・薬学分野に分類し，それぞ

れの分野での活用事例を授業内容とした．結果とし

て，導入部分のこの4週間の活用事例の担当者は，

本学の全10学部の教員で構成されることになり，

おそらくこの部分が，総合大学としての本学の

「データサイエンス・AI入門」の最大の特徴である．

　第7週～第12週は，「基礎」であるが，第7週～

第11週は，各週で同じ教員が担当する．これは，

分析手法を学ぶこれらの週では，異なった教員が担

当する必要はなく，同じ教員が連続して説明した方

が一貫性があり，効果的であると判断したからであ

る．これらの週での自習課題等は，基本的にExcel

を用いることを想定している．そして，第12週に「R

の使い方」を取り上げていることも特徴の1つであ

る．Rは，プログラムを書くことによって作動する

無料の統計分析ソフトウェアであり，より高度な

データ分析を行うための強力なツールであるととも

に，プログラミングの基礎にも触れることができる．

1週間だけではあるが，これで興味をもった学生に，

さらに高度な分析が可能となる統計分析ソフトウェ

アの利用やプログラミングにチャレンジしてもらい

たいというのが，この週のねらいである．

　第13週～第14週の「心得」では，研究倫理，プ

ライバシーや個人情報の保護，差別問題や人権に関

する事項，情報セキュリティなどといった内容が提

供されるが，特徴的なのは，法的な問題を多く含む

この2週間については，法学部の教員に6本中4本

の動画を担当して頂いた点である．これも総合大学

としての本学の強みを活かした結果である．

　なお，シラバスにも記載されているこの科目の到

達目標は，「導入」，「基礎」，「心得」に対応する形

で以下の3点とした．

　1． データサイエンスやAIが注目されるように

なった社会背景と，様々な分野での活用事例

を理解し，説明できるようになる．

　2． データサイエンスの基本的な分析手法を身に

着け，データ解析の結果を分析目的に即して
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解釈できるようになる．

　3． データサイエンスやAIに関する倫理的・法的

な心得を理解する．

4－4．科目担当者

　「データサイエンス・AI入門」の担当者は，表1

にあるように池上彰教授を除くと全部で20名であ

る（2022・2023年度）．そして前述のように，担

当者は全10学部から出ており，こうした授業は他

大学でもあまり例がないのではないかと想像してい

る．授業改善アンケート（後述）においても，いろ

いろな教員から話を聞けて興味深かったという感想

に加えて，そもそもいろいろな学部の教員が担当し

ているからこの科目を選択したと回答した学生も少

なからず存在している．

　実のところ，シラバスとともに科目担当者を検討

している際には，いくつかの理由もあって，すべて

の学部から担当者を出すということは考えていな

かったし，当初案では全学部からは担当者が出てい

なかった．データサイエンス教育検討WGのメン

バーが中心となって，授業計画に合った教員を知り

合いベースで依頼していったというのが実状であ

り，担当者の学部のバランスなどはそれほど意識に

はなかったのである．しかし，ある程度シラバスや

担当者が固まった段階において会議体で報告を行っ

た際に，担当者が含まれていない学部から，自分た

ちの学部からも担当者を出したいという非常に有難

い申出があったことが，全学部から担当者が出た理

由である．そのような申出は想定していなかったが，

これでまさに全学共通科目になれるのだという感想

を個人的には抱いた．

　また，最初の動画，つまり第1週目の1本目の動

画を，本学の池上彰特任教授に依頼したところ，ご

快諾頂いた．そして，データサイエンスやAIを学

ぶことの重要性を，まず初めに学生に強調すること

ができた．

　科目の担当者がほぼ固まってから，2021年7月

半ばに担当者説明会（後の科目運営委員会WG）を

実施した．そこでは，これまで述べてきたような本

科目の内容等々を確認するとともに，担当するコン

テンツの作成を依頼した．動画，スライド，自習課

題，理解度確認小テストなどについて，ある週をと

りあげて具体的なコンテンツを例示し，それを参考

に，同年11月末までにコンテンツを作成するよう

各担当者にお願いしたのである．つまり，各コンテ

ンツの作成に，夏季休暇を含む4か月半の期間を確

保した．もちろん，コンテンツを作成する過程で，

それに合わせてシラバスの内容を適宜修正する必要

もあり，各週で責任者を決めた上で，シラバスの内

容を確定して頂いた．

　各担当者は非常に協力的で，予定より若干遅れた

ものの12月初旬には，すべてのコンテンツが出揃っ

た．このようにコンテンツがスムーズに出揃ったの

は，多くの教員で担当することによって，1人当た

りの作成負担が軽減されたことがよい方向に作用し

たからだとも考えられる．

　コンテンツが作成されれば，あとはそれらの

フォーマットを統一するために必要な修正を行い，

WebClassにアップロードするなどの作業になる．

各担当者に確認しながらコンテンツを確定してい

き，2022年4月の開講に向けて，準備が進んでいっ

た．20名という多くの担当者が作成する大量のコ

ンテンツの管理やWebClassへのアップロード等々

については，山田大学教育開発センター長をはじめ

とする大学教育開発センターのスタッフに非常に精

力的に動いて頂いた．

5．「データサイエンス・AI入門」開講

5－1．履修者数

　このような準備期間を経て，いよいよ2022年4

月に，「データサイエンス・AI入門」が開講された．

まず気になったのは，履修する学生数である．少な
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すぎても困るし，多すぎても学生の管理が大変にな

る．同様の全学共通科目を本学に1年先行して開講

した関東の大規模私立総合大学では，1,000人ほど

の履修者があったという報道もあった．本学でも多

くてその程度であろうと予想していたが，2022年

度の履修者数は2,479人であり，予想をはるかに上

回る数であった．学部ごとの履修者数等は，表2に

示されている．

　履修者数は，当然，学部ごとに異なっている．表

2aに掲載されているように，カリキュラム改正を

行った学部では，基本的に1年次配当にしているた

め2年生以上の学生は履修できなくなっている．一

方，既存の特別講義等で履修できるようにした学部

では，2年生以上でも履修可能である．したがって，

学生数に対する履修率などを厳密に比較することは

困難である．1年生のみに限れば，全学部での履修

率は37.7％であり，関心の高さが伺えた．学長が入

学式の告示で，「データサイエンス・AI入門」につ

いて言及したことも影響したのかもしれない．1年

生の履修者が多い学部は，経営学部，都市情報学部

などであるが，履修登録時のオリエンテーション・

ガイダンスで積極的に履修を勧めたことが反映され

たと考えられる．なお，2年生以上の学生が履修で

きない学部の学生に対しては，理解度確認小テスト

を除く動画等のコンテンツだけを閲覧できるように

する聴講制度も設けた．そして，2年目の2023年

度も合計で2,306人と，前年とほぼ同様の人数の履

修者があった．

5－2．15週の授業と試験

　受講者を直接視認できない完全なオンラインとい

うこともあって，問題なく学生が受講できているか

は不安であったが，各週の担当教員がしっかりとコ

ンテンツを作成して下さったことに加えて，学生が

コロナ禍でWebClassに慣れていたこともあり，大

きな問題もなく授業は進んでいった．スライドや理

解度確認小テストなどに多少の誤りもあったが，適

宜学生に周知しながら適切な対応（たとえば，正解

のない問題は全員正解にするなど）をとり，ほとん

ど混乱は生じなかった．また，WebClassのメッセー

ジなどで送られてきた学生からの要望のうち，すぐ

に対応した方が学生にとってメリットがあると判断

された点については，可能な限り取り入れたことも，

プラスに作用したと考えられる．たとえば，動画等

のコンテンツを定期試験前まで閲覧できるようにす

る（当初は期間を限定），理解度確認小テストの解

答を翌週に提示するなどである．学生には，質問が

ある場合には各週の担当者等に直接メッセージを送

信するように指示していたが，授業内容に関する質

問だけでなく，掲示板への書き忘れ，欠席届による

対応なども含まれ，そうした対応には若干手間がか

かった．

　15週の授業も無事終了し，定期試験を2022年 

表2　「データサイエンス・AI入門」の履修者数
a.�2022年度� 単位：人

学部 1年 2年 3年 4年 計
法学部 121 62 61 29 273
経営学部 198 157 193 68 616
経済学部 46 38 100 47 231
外国語学部 17 0 0 0 17
人間学部 44 0 0 0 44
都市情報学部 160 0 0 0 160
情報工学部 5 0 0 0 5
理工学部 431 0 0 0 431
農学部 178 165 130 42 515
薬学部 187 0 0 0 187

計 1,387 422 484 186 2,479

b.�2023年度� 単位：人
学部 1年 2年 3年 4年 計

法学部 51 45 44 37 177
経営学部 169 118 118 42 447
経済学部 56 89 75 37 257
外国語学部 46 3 0 0 49
人間学部 58 20 0 0 78
都市情報学部 163 44 0 0 207
情報工学部 3 0 0 0 3
理工学部 476 71 0 0 547
農学部 150 57 57 14 278
薬学部 262 1 0 0 263

計 1,434 448 294 130 2,306
資料：�『データサイエンス・AI入門自己点検評価報告書』より

作成
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7月23日（土）に実施した．当日の午前0時から 

22時までの間に，前述の通り問題の難易度等を考

慮して分けた5つの分野（導入1，導入2，基礎1，

基礎2，心得）から，ランダムに出題される問題に

解答する方式である．心配されたのはネットワーク

の不調によって途中で受験できなくなることであっ

たが，定期試験の注意事項を15週目の授業で強調

したり，定期試験の問題の最初に注意事項を掲載す

るなどの事前対応により，ネットワークの不調に関

する問い合わせは，数件程度であった．そして，8

月19日（金）に追再試を実施し，成績判定を経て，

2022年度前期の「データサイエンス・AI入門」は

大きな問題もなく終了したのである．

5－3．授業改善アンケート

　15週目の授業では，授業改善アンケートを実施

し，点検・評価の資料として，次年度の改善点など

を検討するために利用した．アンケートは，他の授

業科目のように学務システムの中で共通の質問項目

に回答する方式ではなく，Google Formsを用いて，

以下のような独自の質問項目で実施した．

　◦ 履修した理由

　◦ 理解度

　◦ 動画やスライドなどの満足度

　◦ 1週間の学習時間

　◦ 到達目標1～3（前出）の達成度

　◦ 全体の満足度

　◦ 他の学生へ履修を推奨するか

　◦ 要望事項（自由記述）

　◦ 自己の反省点（自由記述）

質問項目には，認定を受けるために必要な項目（た

とえば，他の学生への推奨に関する質問，認定要件

⑤）も含まれている．

　15週目の出席は，アンケートに回答することに

よって確認するとアナウンスしたこともあって，回

答率は約80％と非常に高い値となった．

6．点検・評価

6－1．内部評価

　文部科学省の認定制度に選定されるためには，プ

ログラム（科目）の自己点検・評価を実施し，公表

する必要がある（認定要件⑥）．自己点検・評価を

行う主体は科目運営委員会であり，2022年度の主

な点検項目は，以下の通りであった．

　◦ 学部・学科別受講者数

　◦ 単位取得率，欠格率

　◦ 得点率（理解度確認小テスト，定期試験）

　◦ 学習時間

　◦ 授業改善アンケート結果

　以下で，2022年度の点検結果について簡単に示

しておこう．

　受講者数は既に述べた通りで，学部ごとに差が

あったが，欠格率も学部によって差があり，文系学

部の方が高かった．これは，内容についていけない

ために，途中であきらめてしまう学生が文系学部で

は相対的に多かったことを示唆している．単位取得

率は欠格率の高い学部で当然低いが，欠格の学生を

除いた数値でみると，学部ごとの差は小さくなる．

また，得点率の分布や平均点をみると，各学部でそ

れほど大きな差はなく，単位取得率の低い学部は点

数の高い学生と低い学生の差が大きいことになる．

　また，ログイン時間で測った学習時間は，平均で

20時間程度であったが，ログイン状況を曜日別・

時間別にみると，金曜日にアクセスが集中しており，

22～23時台が最も多い．毎週の理解度確認小テス

トの締切間際に，あわてて学習していることが読み

取れる．オンデマンドのよいところは，学生が自分

の都合のよい時間に自由に学習できる点であるが，

学生諸君にはじっくり時間をかけ，余裕をもって学

習してもらいたいものである．また，定期試験の受

験状況をみると，ネットワークの不調を考慮して2

回までの受験を認めていたが，35％程度の学生が2

回受験していたことがわかった．2回受験しても異
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なる問題が提示されるのであるが，2回受験するこ

とによって，よりよい成績が取れると考えた行動の

結果であると予想できる．

　次に，授業改善アンケートの結果を簡単にまとめ

ておこう．

　まず，この授業を受講した理由としては，データ

サイエンスやAIについて学ぶことの重要性をあげ

る学生が多かったが，オンデマンド授業だから受講

したという学生も少なくない．また，理解度確認小

テストの難易度については，95％の学生が難しい

と回答している．しかし，授業の理解度に関しては，

72％以上の学生が理解できたと回答しており，こ

れらの結果をポジティブにとれば，内容は難しかっ

たが学生が努力して理解できるように学習したとい

うことになるだろう．

　そして，全体的な満足度は78％，他の学生への

推奨度は80％と，低い数値ではない．さらに，要

望などの自由記述を分析すると，計算問題の難易度

が高い，より詳しい説明がほしい，動画が聴きづら

かったり資料が見にくい場合がある等々の改善要求

があることがわかった．

　以上のような自己点検・評価を実施した結果は，

『2022年度 データサイエンス・AI入門自己点検・

評価報告書』にまとめられ，名城大学のウェブサイ

トで公表されている9）．

　自己点検等の結果として抽出された諸課題のうち

すぐに対応可能なものに関しては，次年度（2023

年度）に改善するようにした．聴きやすい動画・見

やすい資料の作成はもとより，定期試験の受験回数

をできるだけ1回にするようなアナウンス，理解度

確認小テストの難易度の調整，出席確認方法を掲示

板の書込みから理解度確認小テストの受験による確

認に変更する等々であり，コンテンツ中の誤りなど

も修正した結果，2023年度における学生からの問

い合わせは減少した．

6－2．外部評価

　この科目については，学内での自己点検・評価に

加えて，学外の有識者にも点検・評価をして頂いた

（ただし，外部評価は，認定要件とはなっていない）．

依頼した学外有識者（2名）は，主に理系・主に文

系の学生が就職する2つの企業の方で，採用活動に

関わっている方にも入って頂いた．その理由は，企

業としては，学生がどのようなデータサイエンス等

に関する知識・技術を身につけていることが望まし

いかといった観点からも，この科目を評価して頂き

たかったからである．そして，事前に点検・評価の

資料をお渡しした上で，2022年12月3日に意見を

頂戴する機会を設けた．

　外部評価の結果としては，全般的に高い評価を頂

戴することができた．特に，文系・理系両方の教員

が1つの科目を担当して多様な活用事例を紹介し，

かつそれを文系・理系両方の学生が受講できること

は非常に評価できるといったコメントを頂いた．さ

らに，企業での社員の研修などにも利用したい内容

であり，外部にも公開したらどうかといった提案も

あった．内容に関する課題として，多くの活用事例

を含んでいるもののもう少し具体的な事例を含んで

もよいのではないかという意見もあった．この点に

ついては，活用事例があまり専門的になると入門科

目としては敬遠される恐れもあるため，今後開講す

る「データサイエンス・AI応用基礎Ⅰ・Ⅱ」（これ

らの科目をもとに応用基礎レベルの認定制度に申請

予定）で，対応することになるであろう．また，こ

のプログラムを修了した学生が，データサイエンス

の手法を使って自分の研究を行った経験を就職面接

でアピールできれば，企業としては高く評価するこ

とができるといったコメントも頂戴した．

　このように，外部評価によって学内の自己点検・

評価だけでは得られない有用な視点からの示唆・知

見を得ることができ，今後も外部評価を継続してい

く予定である．
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7．おわりに

　以上，2022年度前期に開講された「データサイ

エンス・AI入門」の準備段階から開講，さらにそ

の後の点検・評価に至るまで，ある程度時系列に沿っ

て筆者の感想も交えて記述してきた．そして，点検・

評価が終了し，次年度に向けての準備をしている

2023年3月に，本科目の科目運営委員会及びワー

キンググループ（科目担当者）に対して，本学より

特別教育功労賞が授与された10）．名城大学の教育

功労賞は，教育活動や教育改善に大きく貢献した者

を表彰するもの11）で，特別教育功労賞はそのうち，

全学的な取組として波及できる可能性のある取組を

行ったと認められる者及びグループについて表彰す

るものであり，7年ぶりの受賞であった．

　そして，2022年度に本科目を開講した実績をも

とに，文部科学省の「数理・データサイエンス・

AI教育プログラム認定制度」に「データサイエン

ス・AI入門」というプログラム名で申請を行ったが，

2023年8月に，この名城大学のプログラムが認定

された12）．この認定制度に選定されることがこの

科目の開講の目的の一つであり，区切りがついたよ

うにみえるかもしれないが，この科目は今後も継続

し，さらに応用基礎レベルの科目が開講されること

もあり，一息つくといった感覚はまったくない．む

しろ，継続していくためには，様々な課題を克服し，

日々変化するデータサイエンス・AIに関する質の

高い教育を提供し続けなければならない．

　最後に，本科目に関して，検討すべき諸課題を，

私見ではあるがいくつかあげておこう．

　まずは，学生の学習時間の確保である．完全なオ

ンデマンド形式のもと，理解度確認小テストを実施

したり，動画ごとに課題を出したりはしているもの

の，学生が十分な学習時間を確保することに繋がっ

ていないかもしれないという懸念がある．学生のア

クセス時間などをみても，動画を最後まで視聴して

いない学生もいるようで，理解度確認小テストの締

切間際にアクセスが集中していることなども改善し

ていかなくてはならない課題である．また，欠格率

が高く，途中であきらめてしまう学生が文系学部で

多いことなどに対応するために，理解しやすいコン

テンツの検討，本科目の前提となる知識の明示やサ

ポート体制（たとえば，Excelが使えない学生に対し

て，基本操作ができるような支援を提供する，学習

サポートルームを効果的に活用するなど）を構築す

ることも重要である．また，外部評価のところでも

述べたように，この科目を，科目等履修生など外部

の方々に開放すべきかどうかも検討する必要がある．

　さらに，組織としての問題もある．この科目の運

営は大学教育開発センター（及び学務センター）が

中心になっており，同センターにコンテンツの管理

から，関連する会議や点検・評価の準備等々，多大

な労力を割いて頂いている．もちろん，現代を生き

る学生にとって必要な教育であるから，どこかの組

織が中心となって進めていかなければならないが，

前出の文部科学省による「大学の数理・データサイ

エンス教育強化方策について6）」においては，デー

タサイエンス教育を強化するためには，数理・デー

タサイエンス教育研究センター（仮称）を各大学で

整備することが必要であると述べている．国立大学

を中心とした多くの大学で，データサイエンスに関

連するセンターが設置され，認定制度のためのプロ

グラムを運営しているが，本学では，そのような組

織は存在していない．今後，応用基礎レベルの認定

を目指して新たな科目が2024年度以降に開講する

こともあり，持続可能性を鑑みると，データサイエ

ンスの教育研究に特化した組織（センター）があっ

た方が望ましい．

　このように多くの課題はあるものの，全学共通科

目として，データサイエンス・AIに関する教育を

全学の学生に提供できるようになったことが，本学

のデータサイエンス教育の充実に向けた第一歩と

なったことは間違いない．今後もより充実したデー
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タサイエンス教育が継続して提供されていくことを

願うばかりである．
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エンス・AI入門』」（2023年1月23日），及び数理・

データサイエンス教育強化拠点コンソーシアム 中

部・東海ブロックFD研究会における筆者の報告「名

城大学における共通科目『データサイエンス・AI

入門』の導入について」（2022年1月26日）の内容

に基づいている．これらの報告を行うことを勧めて

下さった大学教育開発センターに感謝したい．

　「データサイエンス・AI入門」が開講に至るまで

には，本学の執行部，各学部，関連部署，科目担当

者等々非常に多くの方々に協力を頂いた．本稿は，
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賞対象は，同科目の科目運営委員会及び科目担当者

である．科目担当者（2022・2023年度）は，庄村

勇人・前田智彦・松本俊太（法学部），鳥居弘志・

新美潤一郎（経営学部），勝浦正樹・焼田紗（経済

学部），齊藤公明・堀田一弘（理工学部），野崎佑典・

坂野秀樹・山本修身・山田宗男・米澤弘毅（情報工

学部），森上敦（農学部），大津史子（薬学部），杉

浦伸（都市情報学部），原田知佳（人間学部），西尾

由里・藤原康弘（外国語学部）の20名，担当者以

外の科目運営委員会のメンバーは，山本雄吾（学部
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特別寄稿

令和4年度 教育功労賞 受賞取り組み

実践的教育機会の実現支援と

高大連携教育による次世代の育成

宮田 喜久子

名城大学理工学部交通機械工学科

1．はじめに

　はじめに，教育功労賞の受賞と，このような寄稿

機会をいただいたことに対して御礼を申し上げま

す．実践的教育では，座学にて取得した基本的な理

論の知識を活用する先を具体的に与える．理論の実

践を通じ，理解の深化とともに理論的な学習の意欲

の向上が狙えるものである．筆者は，主に制御工学

分野と航空宇宙工学分野を適用対象とし，実践的な

活動を教育課程に積極的に取り入れ就学意欲向上を

試みる施策を実施している．受講者のターゲットと

しては特に低学年や高校生に向けた施策に力をい

れ，次世代の育成を狙っている．本稿においては，

その受賞に関わる教育活動の詳細を報告する．

2．プロジェクト提案・遂行型実践教育

　受賞に関わる教育の中核をなす試みは，グループ

ワークによるプロジェクト提案・遂行型の教育活動

であり，1年生向けの基礎ゼミナールにおいて「宇

宙機システム入門」として整備したものを中心とす

るものである．少人数を対象とした選択科目であり，

基本的には前期・後期を通じた通年での受講を推奨

している．理工学部交通機械工学科1年生を主要な

ターゲットとしているが，他学科・学年の受講も拒

まない講義となっている．

　前期の基礎ゼミナールIでは「空き缶衛星実験を

考えてみよう」という副題のもと，半年間かけて

CanSat1）と呼ばれる空き缶衛星（自律動作する模

擬衛星）の実験内容を提案するプログラムである．

CanSatはモデルロケットにより，数十m上空まで

打上げられ，降下中もしくは降下後に自律的に提案

する実験を実施する．提案を実現するシステムを設

計・製作，実験を主とした検証を通じて設計システ

ムの有効性を検証する．後期の基礎ゼミナールⅡで

は「マイ衛星ミッションを考えてみよう」という副

題のもと，半年間かけて宇宙機を利用したプロジェ

クト内容とそのプロジェクトを実現させるためのシ

ステムを提案する．座学とグループワークを通じて

宇宙機システムの構成・機能の理解を深めるととも

に，モノづくりとプロジェクト遂行のエッセンスの

取得を狙う．2021年から実施しており，2023年11

月現在までに他学科からの受講者を含めると20人

が受講してきている．

2－1．�基礎ゼミナールⅠ「空き缶衛星実験

を考えてみよう」での実施内容

　図1にプロジェクト実施手順，表1に2023年度

の具体的な実施内容例を示す．教員からのプロジェ

クト実施に関わる講義を通じて各種情報を取得し
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ながら，受講者は自ら実験内容とその評価基準を

グループワークにて検討していくことで座学の情

報の理解を深めるとともにプロジェクト遂行能力

を取得する．

　初回には導入の講義を行った．人工衛星・超小型

人工衛星の全体概要とミッション事例を紹介した．

また，設計検証の流れとしてＶ字型開発，段階的プ

ロジェクト計画法などの手法を紹介し，プロジェク

トマネジメントの重要性についても共有した．その

後の前半の約2か月においては，教員からの衛星の

各構成要素の講義を実施後，実験内容の調整打合せ

や試験機材の製作の作業を進めるグループワークを

実施する回を重ねた．

　その後，実験内容の提案と準備に関する中間発表

を実施する回を設定した．受講者は，提案実験内容

の概要とその成功基準，必要なシステムの構成要素

とそれぞれの担当者，その段階までの準備状況と実

験実施日までのスケジュール案などをまとめて発表

した．教員はそれらの内容についてレビューを実施

し，実験遂行に向けたアドバイスを行った．

　後半の回では教員からのレビューをもとに最終回

の実験に向けて実験内容を再調整し，準備を進めて

いった．実験の前の週には受講者から再調整した実

験内容と共に開発状況を報告する回を設定し．報告

をもとに教員は，次週の実験実現可能性についての

判断を行った．何かしらの意味のある実験の実現可

能性が見込まれたため，実験実施の許可を行った．

　最終週には実験を実施した．提案実験内容の実現

はできなかったが，受講者はその結果をまとめて成

功基準と照らし合わせた評価を行い，改善点の抽出

を行った．

　2023年度のチームが講義期間に開発した機体の

外観を図2に示す．パラシュートで減速して地上に

降下後，タイヤを展開し走行を行うローバーの実現

を目指したものである．受講者はそれぞれ分担し，

電気・機械工作とプログラミングなどを実施し，目

表1　2023年度基礎ゼミナールI実施内容

回 講義概要 内　容
1 導入/宇宙機の構成 宇宙機の定義，用途など基本的な概要を学ぶ．本講義で実施する内容の流れを理解する

2 構造系 宇宙機の構造系に求められる機能，設計に必要な知識などを理解する
空き缶衛星の作業を行う（1）

3 電源系 宇宙機の電源系に求められる機能，設計に必要な知識などを理解する
空き缶衛星の作業を行う（2）

4 コマンド＆データ処理系 宇宙機のデータ処理系に求められる機能，設計に必要な知識などを理解する空き缶衛星の作業を行う（3）

5 通信系 宇宙機の通信系に求められる機能，設計に必要な知識などを理解する
空き缶衛星の作業を行う（4）

6 姿勢決定制御系 宇宙機の姿勢制御系に求められる機能，設計に必要な知識などを理解する
空き缶衛星の作業を行う（5）

7 熱制御系 宇宙機の熱制御系に求められる機能，設計に必要な知識などを理解する
空き缶衛星の作業を行う（6）

8 宇宙機システム統合
地上システム・運用計画

宇宙機をシステム的に統合する際に必要な項目を理解する
空き缶衛星の作業を行う（7）

9 中間まとめ 空き缶衛星の作業について，中間報告を行う
10 空き缶衛星調整（1） 空き缶衛星の作業を行う（8）
11 空き缶衛星調整（2） 空き缶衛星の作業を行う（9）
12 空き缶衛星調整（3） 空き缶衛星の作業を行う（10）
13 空き缶衛星調整（4） 空き缶衛星の作業を行う（11）

14 まとめ 製作した空き缶衛星について，プレゼン形式で報告を行う
空き缶衛星の作業を行う（12）

15 空き缶衛星投下試験 空き缶衛星の投下試験・動作確認を行う

提案 要求
整理 設計 製作 実験 評価

評価 評価 評価要求に基づく
評価

図1　プロジェクト実施手順



17

令和4年度 教育功労賞 受賞取り組み 実践的教育機会の実現支援と高大連携教育による次世代の育成

的の実現を目指した．2023年度の受講者チームは

11月現在，再実験に向けて自主的に開発を続けて

いる．

2－2．�基礎ゼミナールⅡ「マイ衛星ミッショ

ンを考えてみよう」での実施内容

　実プロジェクト遂行にあたり，ミッション定義と

要求整理の重要度は非常に高い．実現したい項目を

明確化し，評価基準を適切に設定できなければ，そ

の後の開発検証の流れも不明確となり，実現可能性

が低下する．また，新規に必要となる技術や失敗時

の波及範囲が広い技術など，実現にあたって早期に

検討が必要なクリティカルな技術の抽出と検証も重

要である．

　後期の講義においては，前期の講義で小さなプロ

ジェクトに対して計画立案から実証までを遂行した

経験をもとに「宇宙で実現したい実験」の提案を実

施する．全体概要を提示するとともに，特に重要と

なる技術を抽出し，その実現可能性を評価する．実

際にプロジェクトを実施した経験があることによ

り，適切な視点での重要技術の抽出が実現されるこ

とを狙っている．また，前期課題実施時より詳しい

ミッション定義・要求整理を行うことにより，作業

の難しさと重要さを理解するとともに，システム全

体の理解を深めることを期待している．

　講義の前半においては，教員からは詳細度を上げ

る形でシステム設計や各構成要素の講義を再度実施

するとともに，前期の実験内容提案時と同様に，グ

ループワークを実施させる．その後，提案概要と抽

出技術に対しての検討項目案と進捗，担当者につい

ての中間発表を実施させ，教員からのフィードバッ

クを与える．最終日には最終報告を実施させ，それ

に対する教員からのフィードバックを反映させた最

終レポート文書を期日までに提出させる．

　実際の検討例としては，昨年度においては木星で

の電磁誘導によるエネルギーの創出などの検討を

行った．

2－3．基礎ゼミナール実施内容のまとめ

　このように，教員のガイドを受けながら自主的に

プロジェクトを遂行することで，受講者は座学の内

容の理解を深めることができる．また，企画から実

験までの一連の流れを経験することにより，プロ

ジェクト遂行に対するイメージを持つことができ，

関連スキルの習得に対する意欲を育てることができ

る．たとえば，グループワークでの議論や成果発表

会などから情報発信・共有の重要性を理解する学生

も多い．また，目的達成に必要な技術を取得するた

めに自主的に学ぶ姿勢も養うことができる．

　実践的な教育活動を低学年のうちから体験させ，

適用先を見据える形で座学を受講することにより，

就学意欲を向上させるという試みは，個別科目に特

化する内容ではなく，多くの分野で効果が見込まれ

る内容であると考える．

3．�CanSatプロジェクトを中心とした高大

連携教育の試み

　前述したように，ゼミナール終了後もCanSatプ

ロジェクトを継続し，再実験を目指す学生も多い．

それらの活動に対しては，2022年度から学びのコ

ミュニティ創出支援事業「小型宇宙機システムの実

践学習機会の提供による主体的な学生の育成および

地域社会への貢献」2）を開始している．この事業に

おいては，基礎ゼミナールの内容を発展させ工学的

図2　2023年度7月期実験機体
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にロジカルに思考を整理する手法なども紹介し，今

後の技術者に必要な主体的に活動する技能を有する

人材育成を目指している．さらに地域社会の希望者

などに対するアウトリーチ活動も実施，2022年度

からは愛知総合工科高校と高大連携教育を結び，高

校生に対する設計検証に関する講義の実施や，高校

生の製作したモデルロケットで大学生の製作した

CanSatを打ち上げる合同実験やそれぞれのプロ

ジェクトの進捗や実験結果を共有する成果発表会を

実施している．図3に2022年度の成果報告会の様

子を示す．

　高校生には具体的な興味・就学意欲や目的を持つ

形での大学進学を期待しており，高校の担当教員か

らも大学進学意欲が増した学生がいるとの報告も

あった．3）

　これらの活動は，参加学生の理解度や発信能力向

上に効果がある．高大連携教育は大学生としては学

んだことを教えることによる理解の深化が見込ま

れ，主体的に活動可能な今後の技術者に必要な技能

を有する人材育成に効果があった．高校生に対して

は具体的な興味・就学意欲や目的を持った形での大

学進学が促されたとのことで，大学としては多方面

に良い効果を得ることができる試みと考えられる．

こちらについても，個別科目に特化する内容ではな

く，多くの分野で効果が見込まれる内容であると考

える．

4．座学と連動した学生実験の整備

　制御工学教育において，自らの設計した制御則を

利用した制御を実現させることにより，講義内容の

理解を深めることが狙えるのではないかと考え，学

部3年生向けに新たに実験テーマを設定した．同時

期に，該当部分の制御工学の内容を復習する講義も

行われており，相乗効果によって，学生の理解度を

より深めることができるという期待がある．

　構築した試験系はSimulinkによって設計した制御

則をArduinoに実装，簡単なDCモーターシステム

に対し，フィードバック制御を実現するものである．

　図4に構築した試験装置の外観を示す．Simulink

とArduinoの機能をうまく利用し，適切なソフトウ

エアを事前に整備することによって受講者は実装の

労力をかけることなく，自身の設計した制御則を検

証することができる．

　実験自体は1回2時間ずつ3週にかけて実施され

る．1週目では，フィードバック制御系の概要とそ

の構成要素の理解を実施する．構成要素については，

センサ出力やアクチュエータへの信号入力を実際に

モニタすることで，座学の内容の理解度の向上と定

着を図る．また，PID制御を実施するソフトウエア

のパラメータを変更することにより，それぞれの係

数の効果を実機で確認することができる．

　2週目では，モデリングの重要度の理解を促し，

実際にモデリングを実施する．事前に準備した補助

ソフトを利用することにより，制御対象であるDC

図3　愛知総合工科高校との合同成果報告会の例

図4　構築した試験装置
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モーターに対するステップ応答と周波数応答を取得

し，処理する手順を紹介，実施させることにより，

モーターの特性とモデリングに対する理解を深める

ことができる．

　3週目においては，モデリング結果とSimulinkの

制御システムデザイナー機能を用いて周波数領域で

のフィードバック制御系の設計を行う．

　機材の使用に慣れない学生や座学の理解が甘い学

生においては実験遂行や内容理解に時間を有する者

もいるが，最終レポートの採点評価を繰り返すこと

により，提示した制御システムを適切に理解できて

いくことが確認されている．

5．外部に向けた実践的教育活動

　前章までの学内向けの活動に加えて学外に向けた

各種教育活動も積極的に実施している．

　特定非営利活動法人大学宇宙工学コンソーシアム

（ University Space Engineering Consortium, 

UNISEC）の理事として大学・高専学生による手

作り衛星やCanSat・ロケットなど宇宙工学の分野

における実践的な教育活動の実現を支援してい

る．4）特に大学発小型衛星の軌道上実験機会の支援5）

や成功率向上のための施策の実現6）について携わっ

ている．

　また，KiboCUBE Academy: Season 2（United 

Nat i ons  Of f i ce  f or  Outer  Space  Af fa i r s 

（UNOOSA））講師7），生涯学習講師（味岡ゆうゆ

う学級，宇宙航空人材育成プログラム「民間におけ

る宇宙利用2週間コース」）や高校出前講義講師な

ど，学外に対する実践的教育の講師も積極的に実施

している．

　高校生向けの教育活動も積極的に参加している．

テクニカルツアーの整備など，学会オープンキャン

パスの内容の更新について中心的な役割を果たすと

ともに，岐阜県の実施する宇宙工学講座講師，缶サッ

ト甲子園岐阜大会審査員，あいち宇宙イベントの講

師等などを務め，高校生の実践的教育活動の支援も

行っている．これら活動の成果により，実践的教育

に魅力を感じ入学した新入生や受験者なども出てき

ている．

6．まとめ

　本稿では，令和4年度 教育功労賞 受賞取り組み 

実践的教育機会の実現支援と高大連携教育による次

世代の育成に関わる活動について，CanSatを用い

た教育プロジェクトを中心に紹介した．

　低学年や高校生のうちから実践的な教育を体験さ

せ，適用先を見据える形で座学を受講することによ

り，就学意欲を向上させるという試みは，個別科目

に特化する内容ではなく，多くの分野で効果が見込

まれる内容であると考えるため，この活動が他分野

へと波及していくことを期待する．
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特別寄稿

情報工学部設置に伴う

「柔軟な学びのフレームワーク」の提案と実装

坂野 秀樹* 　宇佐見 庄五** 　小中 英嗣*** 　旭 健作****

名城大学情報工学部情報工学科

1　はじめに

　大学執行部より、理工学部情報工学科を改組し

て情報系の新学部（後の「情報工学部」）を設置す

る案が示されたことを受け、情報工学科では新学

部の具体的な構想に着手し、全体の構想を「新学

部ワーキンググループ」で検討した後、カリキュ

ラムの具体案を「カリキュラムワーキンググルー

プ」で検討した。本稿では、新学部ワーキンググルー

プでの検討内容について触れた後、カリキュラム

ワーキンググループにて検討した内容である「柔

軟な学びのフレームワーク」とその実装について

具体的に述べる。

2　基本方針に関する検討

2－1　柔軟な学びのフレームワーク

　新学部設置にあたって大学執行部から示されたス

ケジュールは、極めて時間的制約の強いものであっ

た。また、新学部設置の話を学科内で共有するより

前に、理工学部内で情報工学科および電気電子工学

科を中心として、2020年竣工の研究実験棟Ⅲに移

転することが決まっていたという状況であり、すで

に学科での使用面積や部屋の配置が決定済みである

など、場所の制約も強いものであった。これらに加

え、情報が一部教員にしか共有されていなかったた

め確実な情報では無かったものの、教員の数を大幅

に増やすことも難しそうだという話が漏れ聞こえて

いる状況であり、極めて多くの制約の中で新学部に

ついて検討しなければならないこととなった。

　新学部設置にあたり学科内で最初に設置された

「新学部ワーキンググループ」では、以上のような

制約の中で新学部の特徴を打ち出していく必要が

あった。場所と教員の制約から、既存教員の研究領

域を超える新しい分野について積極的にアピールす

ることは困難であるという結論になり、教育に関す

る軸を新たに設ける方針が概ね定まった。

　それまでの理工学部情報工学科では、2013年度

よりカリキュラムにプログラム制が導入されてお

り、一定の成果を収めていた。プログラム制は、情

報工学分野を4つの分野に細分したプログラムを提

供することで、学生が「何を学ぶか」を選択可能に

なり、自らの関心や意欲に合わせた学び方を選択で

きる制度である。プログラムごとに定められた卒業

に必要な単位を修得することにより、プログラムの

認定がなされ、1つ以上のプログラムの認定により

卒業が可能となるものである。さらに、複数のプロ

グラムの認定を受けることも可能となっており、こ

れまでも意欲の高い学生は4つのプログラムすべて

について認定を受けて卒業している。理工学部情報

* 第1章、第2章、第4章、第6章担当 *** 第3章、第5章担当
** 第2章、第4章担当 **** 第5章担当
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工学科での状況も含め、プログラム制の詳細につい

ては後述する。

　新学部ワーキンググループでは、プログラム制を

解消し、コース制に発展させるという案と、プログ

ラム制を維持しつつ、コース制を併用する案につい

て検討した。この検討の中で、アクティブ・ラーニ

ングの一種である課題解決型学習（PBL; Project 

Based Learning）を1つの教育の軸とする案が浮上

した。アクティブ・ラーニングは、以前より文部科

学省からも推奨されていたものであり、科目によっ

ては個別にアクティブ・ラーニングの導入が行われ

ていた。このアクティブ・ラーニングの一種である

PBLを新学部の教育の軸の1つとするという案で

ある。検討を重ねた結果、PBLを中心に据え、応

用指向的な学習の比率を大きくしたコースである

「先進プロジェクトコース」（以下、「先進コース」）

を、比較的少人数の定員（60名）にて設けること

を決定した。その上で、この方針であればこれまで

のプログラム制との共存も可能だと分かり、プログ

ラムの認定条件をコースごとに設定したうえで両

コースともにプログラム制を導入することとした。

先進コースと対になるもう1つのコースは、これま

での理工学部情報工学科の教育方針を引き継ぐ、積

み上げ型の学習の比率を大きくした「総合コース」

（定員120名）である。学生は2年次からいずれか

のコースに配属されることとなる。配属の決定方法

については後述する。

　両コースの設定により、応用指向的でアクティブ

な学びを希望する学生は先進コースを、伝統的な積

み上げ型の学びを希望する学生は総合コースを、と

いうように「どのように学ぶか」をコースの選択に

よって選ぶことができるようになった。さらに、プ

ログラム制が共存していることにより、「何を学ぶ

か」をプログラムの選択により選べるようになっ

た。言い換えると、コース制とプログラム制の組み

合わせにより、「何をどのように学ぶか」を学生自

身が選択できることとなった。

　先進コースの学生は、PBLの考え方に基づく科

目（以下、PBL科目）の多くが必修科目に位置付

けられるなど、総合コースの学生に比べてPBLに

よる学びの比率が大きくなる。なお、詳細は後述す

るが、総合コースの学生であっても特定のPBL科

目は履修したいという希望があることが想定される

ことから、総合コースの学生でも履修人数に空きが

あれば抽選でPBL科目を受講できるように設計を

行っている。

　新学部ワーキンググループで決定された方針に基

づいて具体的内容を検討する段階になり、何人かの

メンバーが引き続き在籍する「カリキュラムワーキ

ンググループ」が設置され、そこで具体的な実装に

ついて検討することとなった。以下、その実装につ

いて具体的に紹介する。

2－2　PBL科目の選定

　より高度な課題発見能力・課題解決能力や実践的

技術力が必要とされる「先進プロジェクト実験2」

（先進コースの学生のみ履修可能）をPBL科目の集

大成と位置付け、それに必要となる科目について検

討を重ねていった。実践的な研究開発技術について

学ぶ「研究開発リテラシー」・「アプリケーション開

発」、PBL自体に対する理解を深めPBLのプロセ

スを体験する「PBL概論」、一定の課題が与えられ

た上で課題を解決していく「先進プロジェクト実験

1」を2年次以降のPBL科目として選定した。また、

コース配属未決定の1年次に、イノベーションを創

出するプロセスの理解と体験を行う「創造的思考

法」を開講することとした。これらのPBL科目は、

情報系サービス・プロダクトの開発現場で活用され

ている技術を含むものであり、いくつかの科目は先

進的な企業で活躍する現役エンジニアに非常勤講師

を依頼することとした。また、PBL科目とは位置

付けは異なるものの、実践的なモバイルアプリ開発
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について学ぶ「モバイルアプリ開発A・B」を、現

役エンジニアを非常勤講師に招き自由科目として開

講している。

2－3　修了要件等の設定

　本章では情報工学部の卒業要件の設計と、その前

提となる、理工学部情報工学科の卒業要件およびそ

の充足状況についてまとめる。

　情報工学部において、特徴的なのは、2年次から

分かれる2つのコース制と、所属コースに関わらず

運用されるプログラム制の併用である。まずは、従

前のカリキュラムである理工学部情報工学科のプロ

グラム制の概要について述べ、その卒業条件および

充足状況についてまとめる。その後、情報工学部の

卒業条件について述べる。

　理工学部情報工学科、情報工学部とも、卒業には

合計124単位以上の修得が必要であり、総合基礎部

門20単位以上、専門部門104単位以上という条件

は共通している。特に、総合基礎部門については、

すべてのカリキュラム・コースで同一条件であるた

め、以下では専門部門の条件に絞って記す。

　理工学部情報工学科のプログラム制は2013年度

入学者から導入された。情報工学の4つの応用分野

を「プログラム」とし、卒業要件の1つとして、「1

つ以上のプログラムを修了すること」を課した。こ

の制度のユニークな点は、①学生はいずれの時点で

も各プログラムに所属しないことと、②卒業時点で

条件を充足しているプログラムを認定することであ

る。選択必修科目を各プログラムとの関係に合わせ

て「◎」（そのプログラムの認定に必ず必要な科目：8

科目16単位）、「※」（重要な科目：6科目11単位）、

「○」（関連の大きい科目：11科目22単位）、空欄（そ

れほど関連の大きくない科目：27科目）と設定する。

個別の選択必修科目から見ると、各プログラムに対

して重要度が付されることになる。なお、4つのプ

ログラム全てでそれぞれの重要度の科目数・単位数

は同一となるように設計した。各プログラムの修了

要件は、◎16単位すべて、※7単位以上、※と○

あわせて18単位以上である。

　入学時から情報工学の分野をプログラムとして示

すことで、自らが学ぶ分野について意識付けを行う

ことができ、卒業時にはプログラム修了証を授与す

ることで、自らが修めた分野の自覚が持てた。さら

に、複数プログラムの修了が可能なことで、当初か

ら高い目標を掲げたり、学年が進むうちに目標とす

るプログラムを追加したりできるなど、意欲的な学

習が可能になった。一方で、プログラムに所属しな

いことで、教員側では、所属プログラムの変更など

を設定・管理する必要がなく、学生側では、好きな

時期に目標分野の変更や追加を行うことができる。

また、プログラムに所属しないため、開講されるす

べての科目を受講することができる。一方で、問題

点としては、プログラムという目標が複数あるため、

学生がどの科目を履修すれば卒業できるかが認識し

にくいことが挙げられる。

　次に、理工学部情報工学科でのプログラムの認定

状況と卒業状況について見てみる。表1は2013年

度入学者以降の理工学部情報工学科の年度ごとの各

プログラム修了者数である。年度ごとに多少ばらつ

きがあるものの、プログラム間で修了者数の差が大

きいことがわかる。一方で、平均プログラム修了数

は年度ごとに1.6-1.8程度で大きな変化はなかった。

また、複数プログラムを修了した卒業者の割合は、

期間全体の平均で約63%、4つのプログラムすべて

表1　理工学部情報工学科における　 
　　  年度ごとのプログラム修了者数

卒業
年度

卒業
者数

情報
デバイス

情報
処理

情報
メディア

情報
通信

2016 119 23 19 81 86
2017 130 13 25 85 82
2018 136 25 19 105 105
2019 138 18 37 83 107
2020 152 24 53 102 104
2021 132 36 32 71 93
2022 126 20 21 102 82
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を修了した者も19名（約2%）いた。一方で、2008

年度から2012年度カリキュラムでの4年卒業率が

74.0%であったのに対し、2013年度から2019年度

は77.6%に改善した。以上より、情報工学の広い分

野を4つのプログラムでカバーする方法は、卒業率

の改善と意欲的な学びのサポートを両立できたと言

える。

　さて、前述の通り、情報工学部新設にあたり、

PBLをとりいれたカリキュラム編成を検討するこ

とになった。入学者全員に対して少人数教育を行う

ことは難しく、プログラム制からコース制への移行

を検討したが、最終的にコース制とプログラム制を

併用するカリキュラムとなった。具体的には、2年

進級時に総合コース（定員120名）と先進コース（60

名）に分かれ、コースごとに卒業要件を設定する。

各コースでは従来のプログラムを衣替えしたフィジ

カルコンピューティング（PC）、データエンジニア

（DE）、ヒューマン・メディア（HM）、ネットワー

クシステム（NS）の4つのプログラムを設定した。

ここで、1つ以上のプログラムを修了することが卒

業条件の1つであることは従来通りである。また、

いずれの時点でもプログラムに所属せず、卒業時に

認定することという根幹は維持されている。4つの

プログラムで選択必修科目に重要度設定を行うこと

も従前通りだが、2つのコースでは、設定数および

プログラム修了に必要な単位数が若干異なる

（表2）。ただし、学生が混乱しないよう、各プログ

ラムで重要度が共通の科目以外については、両コー

スで重要度の設定が同一となるよう配慮した。

　従前に比べ、入学時点での卒業条件が複雑化した

ため、初年次での履修指導および履修プラン指導が

非常に重要となった。そのため、1年次前期の「情

報工学基礎演習」にて「成績チェックシート」とい

うExcelファイルを用いて、各自が履修プランを立

案する指導法を取っている（図1）。また、同ファ

イルでは、学務システムから半年ごとに更新される

試験成績一覧表をもとに転記することで、単位修得

状況やGPAの推移などを表およびグラフとして可

視化するシートもあり、学生側からも教員側からも

成績状況を確認する助けとなっている（図2）。

3　カリキュラムに関する検討

3－1　既存科目

　PBL科目以外の科目については、時間的制約と

人的制約から、原則としてそれまでの理工学部情報

工学科のものを引き継ぐこととした。ただし、新し

い科目が増えることになるため、科目の統廃合を

行ったほか、時流に合わせて内容と科目名の更新を

行ったものもあった。

3－2　PBL関連科目

　先進コースでは「研究開発リテラシー」「アプリ

ケーション開発」「PBL概論」「先進プロジェクト実

験1・2」などの、PBLを志向した講義・実験科目

を2年前期以降に複数開講する。これらの科目は、

先進コースの学生にとっては必修科目もしくは選択

必修科目になる重要な位置付けの科目であり（総合

コースの学生にとっては選択科目や選択必修科目）、

先進コースの学生のみ、または先進コースの学生が

優先的に受講できる科目とした。先進コースを優先

する科目では、先進コースの定員を上回る受け入れ

人数（たとえば、1クラス70名）で設計し、総合コー

スの希望者を抽選で受け入れられることとした。ま

た、1年次にPBL科目として「創造的思考法」を

開講しており、1年次にはコースが決まっていない

表2　情報工学部におけるコースごとの　　 
　　  選択必修科目の重要度設定と修了要件

総合コース 先進コース
◎科目数 8科目16単位 7科目14単位
◎条件 16単位 14単位

※科目数 9科目15単位 9科目16単位
※条件 9単位以上 9単位以上

○科目数 14科目26単位 12科目22単位
○+※条件 18単位以上 15単位以上
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図1　「成績チェックシート」による履修プラン設計支援シート

図2　「成績チェックシート」による成績推移可視化シート
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ため全員が受講できる科目としている。これらのほ

かに両コースの学生が受講可能な自由科目として

「モバイルアプリ開発A・B」を開講する。

　これらの科目では実際の情報系サービス・プロダ

クト開発を体験する。学部構想時点での科目内容を

一部抜粋して以下に示す。

　◦ 研究開発リテラシー：Webサービスのフロント

エンドをグループワークで開発。HTML（Hyper 

Text Markup Language ）/ CSS（ Cascading 

Style Sheets）/ JavaScriptで記述し、グルー

プワークのためにGitHubを体験する

　◦ アプリケーション開発：この後に続く先進プロ

ジェクト実験で利用する開発環境を体験する。

Unity、Node-RED、AWS（ Amazon Web 

Services）などを予定している

これらの科目では非常勤講師として企業で活躍する

現役エンジニアにご担当いただき、学生が最新の技

術を体験・修得できるようにした。

3－3　ゼミナール科目

　3年生前期・後期にゼミナール科目を（理工学部

情報工学科と比較し）多く開講することとした。「先

進プロジェクトゼミナール」「情報工学総合ゼミナー

ル」（いずれも3年前期）では各教員が専門分野の研

究動向や研究入門を少人数の受講者に対して教える

機会を設ける。各教員1コマの「研究紹介」（一斉授

業の座学）と、教員ごとに10～15名程度の学生に

対し複数コマ授業や実習を行う「研究室体験」で構

成する。開講時間は両コース同一とし、「研究紹介」

は各コースの学生が必要なコマ数を自由に受講でき

ることとし、先進コースの学生はより多く「研究室

体験」を受けられることとした（構想時点では、先

進コース3研究室、総合コース1研究室を抽選で決

定）。「研究室体験」では教員と学生の個人間のコ

ミュニケーションを強化し、授業のみではわかりに

くい、研究者としての教員・研究機関としての大学

に早い時期で触れることを目的としている。

　進路に関する授業は理工学部情報工学科では「ゼ

ミナール」の一部として実施していたが、情報工学

部情報工学科では「キャリアゼミナール」（3年前期）

を独立した科目として開講する。就職・進学に向け

ての意識付けを強くすることを目的としている。こ

の科目の開講時期は昨今の進路決定の早期化を反映

し、3年前期とした。

　「研究ゼミナール」（3年後期）は卒業研究の準備

として位置付ける科目である。理工学部情報工学科

では3年後期に「卒業研究仮配属」という制度を運

用していた。これは卒業研究着手条件を3年前期時

点で満たした学生が、3年後期開始の時点で研究室

を選ぶことができる制度であった。研究室の方針や

学生の意欲によっては3年後期から研究活動を行う

ことができたが、その活動が卒業のための単位にな

らないという課題もあった。「研究ゼミナール」は

仮配属の制度を授業として再設計したものである。

　これらのゼミナール科目群は、早い段階から研究

活動に親しむことで卒業研究への円滑な移行を促す

ことや、大学院進学を含めた大学卒業後の進路を具

体的に検討する時期を早めることを意図している。

　ここまでで紹介した科目の開講時期などを表3に

まとめた。

4　届出に向けての作業

4－1　担当教員・時間割に関する検討

　時間割に関する検討の中で、ワーキンググループ

内でも基本的なクラスの数をそれまでの2クラスの

ままにするか、3クラスなどに増やすかについては

意見が分かれている状態であった。検討を重ねた結

果、3クラス以上にするにはそれに応じた教員の増

員が必要であることが判明した。ところが、2－1

節で述べた通り、教員の数を大幅に増やすことは難

しそうだとの話が漏れ聞こえていた状況であり、そ

の時点で伝え聞いていた教員の増員分の予定では3
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クラス以上の編成は困難であるとの結論に至った。

そのため、一部の教養科目を除いては、原則として

それまでの理工学部情報工学科と同じ2クラスの編

成とした。

　教員の科目担当については、既存科目については

それまでの教員の担当を引き継ぐとともに、それま

でに発生していた教員間の科目負担のアンバランス

を解消すべく、負担が大きかった教員の担当科目を

新規採用教員に引き継がせるなどの対策を講じた。

しかしながら、情報工学部の完成年度までは、一部

教員に理工学部情報工学科の授業との重複が増える

ことで負担が集中したり、新規科目の立ち上げを担

当する教員には授業時間外での負担を強いたりする

ことになるなど、一時的な歪みが発生することを避

けられなかった。

4－2　教職関連

　従前の理工学部情報工学科と同じく、定められた

単位を修得することで、高等学校の「情報」および

「工業」の一種免許状が取得可能である。また、学

芸員についても、定められた単位を修得することで、

資格が取得可能である。

5　実運用に向けての検討

5－1　施設整備関連

　これまでの章で述べたように、新学部の設置にあ

たり、従来の理工学部情報工学科には無かった特色

として、柔軟な学びを実現する新しいカリキュラム

や新しい科目の導入が挙げられる。また、新学部設

置にあたって入学定員を150名から180名に増加す

ることや、入学定員増に合わせて教員定員の増加も

計画されていた。ここでは、これらを踏まえた施設

面での検討内容について述べていく。

　まず、新学部を収容する建物については、新学部

のための新たな建物を建設する計画は無かったもの

の、新学部の設置と時を同じくして先行して進行し

ていた天白キャンパスの再開発により、研究室や実

験室は築40年以上経過していた2号館から2020年

竣工の研究実験棟Ⅲへ移転した。この移転に合わせ

て、新学部の計画とは無関係に理工学部情報工学科

として様々な施設や設備の設置を計画しており、結

果的にこれらの計画が新学部の屋台骨を支えること

になる。これについての詳細は後述する。また、新

しい建物は無いものの、新学部では学部長室や学部

事務室など学部としての施設や、定員増に対応した

新しい研究室の設置が必要となる。これらを収容す

るために、新学部設置準備室や大学の施設部ととも

に既存建物の12号館1階を2021年に改修した。こ

の結果、新学部の施設は研究実験棟Ⅲと12号館1

階に設置される形となった。

　理工学部情報工学科では、天白キャンパスの再開

発の移転計画に合わせて、従来の教室や実験室とは

一線を画する新しいコンセプトの教育や研究を実践

できる施設としてinnovation hubの設置計画を進め

ていた。これを計画した理由は、情報系のサービス

やプロダクトの開発では、従来のモノづくりとはや

表3　PBL科目およびゼミナール科目

科目名 開講時期 対象者 受け入れ想定人数
創造的思考法 1年後期 全員 180
研究開発リテラシー 2年前期 先進コース優先 140（2クラス各70）
アプリケーション開発 2年後期 先進コース優先 140（2クラス各70）
PBL概論 2年後期 先進コース優先 70（2クラス各35）
先進プロジェクト実験1 3年前期 先進コース優先 60（2クラス各30）
情報工学総合ゼミナール 3年前期 総合コースのみ 120
先進プロジェクトゼミナール 3年前期 先進コースのみ 60（1クラス）
キャリアゼミナール 3年前期 全員 180
先進プロジェクト実験2 3年後期 先進コースのみ 60（1クラス）
研究ゼミナール 3年後期 全員 180
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や異なり、目に見えないモノを構築することになり、

創造的な思考を求められるためである。つまり、創

造的な思考を教育や研究の一環へ導入することを目

指した施設がinnovation hubである。innovation hub

には、以下に示す具体的な特徴がある。まず、4ス

パンを結合した370平方メートル以上の開放的な大

空間となっており、ここに配置する机は可動式の

テーブルとしている。可動式テーブルは台形で、1

台に2名着席可能となっている。また複数のテーブ

ルを、テーブルに組み込まれたマグネットにより連

結可能となっており、六角形や長机など、自由に組

み合わせ可能である。これにより、自由な規模での

グループワークや実験演習を実践できる。また、机

の配置に自由度があることから、教卓のある前方だ

けでなく部屋の両側側面にも6台のプロジェクタと

スクリーンを配置し、室内のさまざまな位置から投

影資料を参照できるようにした。これら側面のプロ

ジェクタは教卓からの映像だけでなく、それぞれ個

別の入力を備えており、個別のグループ討議などに

も利用できるよう柔軟性を高めた設計とした。また

innovationの名前が示す通り、より自由な議論を促

進できる環境として窓側に液晶モニターを備えた3

組のソファー席と、部屋の後部にハイデスクとハイ

チェアを配置した。ハイチェアは着座位置が高いた

め教室後方から前方への視界を確保するためにも有

用である。さらに、部屋の後方壁面は巨大ホワイド

ボードとし、ここに2台の単焦点プロジェクタを設

置することで、ホワイドボードへの電子的な投影映

像と物理的なペン書きによる文字や図形とを融合さ

せて議論ができるように設計した。その他、廊下側

壁面には演習や実験の参考になる書籍や資料を格納

できるよう大型の本棚を配置した。実験や演習で使

用する部屋は、これまで述べたinnovation hub以外

にも、移転前の2号館に設置されていた2つの学科

実験室（コンピュータ室と実習系実験室）に相当す

る機能も移設する形で研究実験棟Ⅲ内に設置した。

　その他にも、理工学部情報工学科では不足してい

た施設として、（a）学科会議を行える大きな会議室、

（b）研究室のゼミを行うための部屋、（c）小規模

の会議を行える部屋を研究実験棟Ⅲ内に設置するこ

とが計画された。（a）の学科会議のための会議室は、

結果として新学部の教授会や主要委員会の会議室と

して活用されることとなった。（b）は卒業研究や

大学院での教育や研究活動などに活用されている。

（c）は学生面談や個別指導および各種の打ち合わ

せに活用されている。このように理工学部情報工学

科として必要と判断して用意した施設により、結果

として新学部の運営を円滑に行える形となった。

innovation hubに至っては、情報工学部を象徴する

目玉施設となっている。

5－2　実験・演習関連

　新学部での実験や演習を行うための場所として、

前節で述べた2つの学科実験室とinnovation hubを

フルに活用することとなる。これは、新学部を開設

した直後においても、主に2年生以上の理工学部情

報工学科の学生が在籍していることと、主な実験や

演習科目は2年生以降で開講されるため、従来の学

科のカリキュラムと新学部のカリキュラムとが併存

する期間があり、また学年進行に従ってシームレス

なカリキュラムの移行が求められるためである。以

上を踏まえた様々なカリキュラム編成の制約の下、

以下通り運用することとした。

　まず実験科目については、従来のカリキュラムか

ら引き続き実施される情報工学実験1および2は、

大部分をそのままの内容で継続し、部分的な小変更

により対応することとした。小変更としては、近年

有力な情報処理の手法として注目を集めている深層

学習や人工知能に関する実験テーマを取り入れた。

従来の情報工学実験3は、内容を変更して発展させ

ることでPBL関連科目の先進プロジェクト実験1

としてリニューアルした。
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　次に演習科目については、1年次前期のプログラ

ミング演習1では、使用する言語をCからPython

を最初に学ぶ形に変更した。Pythonは、前述の人

工知能分野で有力な言語であることと、素早くサー

ビスやプロダクトを構築する際にも使い勝手が良い

ことが理由である。一方、プログラミング言語Cは

情報工学の基礎をなす知識の獲得には必須であるこ

とから、プログラミング演習2では引き続き採用し

た。また、2年次開講のプログラミング演習3と4

では、従来はそれぞれCとJavaを採用していたが、

アプリケーション開発の現場で必要となる知識の習

得やJavaの備える言語機能が重要であることと、

後続の科目でこれらの知識を使用することから、プ

ログラミング演習3と4の内容を入れ替えて開講す

ることとした。その他の従来から開講している演習

科目はそのままの内容で開講することとした。

　また新学部で新たに開講する演習科目としては1

年次後期開講のプラクティカルICTがある。これ

は、最近の学生の多くはスマートフォンに慣れ親し

んでいる一方でパソコンには不慣れであり、パソコ

ンを情報系システムの開発のためのツールとして使

用できるようにすることを目的とした科目である。

その他、3.2節で述べた演習科目群がある。これら

の演習科目は、innovation hubの特性を活かして行

われるためinnovation hubにおいて開講している。

5－3　コース配属

　前述のように、学生は2年次より先進コースか総

合コースのいずれかのコースに配属されることにな

る。具体的なコース配属手順は、以下の通りである。

1年次の12月までに「コース配属説明会」を実施す

る。この会では各コースの特徴、先進コース優先科

目の内容、および具体的な配属日程を説明する。学

生は期限（後期定期試験以降2月末を目安とする）

までに配属コースの希望、および先進コース優先科

目の受講希望を提出する（4月の履修登録および受

講者名簿作成の日程では授業の進行に間に合わない

科目があるので、この時点で希望を調査する）。先

進コースの希望者が定員（60名）を超えた場合に

は選抜を行う。情報工学に関する成果外の活動実績

（プログラミングコンテストやハッカソンへの参加

など）がある学生は選抜方法として「プレゼン選考」

を申請できることとした。プレゼン選考を申請しな

い学生は1年後期の追再試を含む成績（履修科目平

均）に基づき選考する。

6　まとめ

　情報工学部設置にあたり、「新学部ワーキンググ

ループ」で検討した構想と、「カリキュラムワーキ

ンググループ」で検討した具体的な実装について述

べた。
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30

名城大学教育年報　第18号（2024年3月）



教 育 実 践 報 告





31

教育実践報告

経営学部学生への調査からみえる英語学習の課題

－ニーズ・動機・仕事の3点から考える

桑島 薫*

名城大学経営学部国際経営学科

山口 佐和子**

名城大学非常勤講師

1．研究の背景と目的

　2020年の文部科学省「大学入試のあり方に関す

る検討会議配布資料」において大学生（52大学）

の英語運用能力に関するアンケート調査が公表され

た1）。アンケート調査には入学時の大学1年生と上

級生（2年から4年生）が協力しており、英語の聞

く力、読む力、話す力、書く力の4技能の自らのレ

ベルを6段階で表している。聞く力は3割、話す力

は4割強、読む力は2割弱、書く力は2割強の学生

が一番低いランクをマークしており、入学時と上級

生の差はほぼない。同調査は、外国語を身につける

のに大学教育が役に立っていないと思っている大学

生の割合が7割に達するとしている。大学における

英語教育について問い直すことは喫緊の課題であ

る。とりわけ、学生の多様なニーズや学習の動機づ

けを具体的に把握することが重要である。

　これまで、英語教育研究にはさまざまな角度から

のアプローチがあった。英語教育について総論的に

述べたり歴史的側面にフォーカスしたもの2）、教員

に関する調査または教員側の課題からめざすべき英

語教育を提示したもの3）、大学生に関する調査や大

学生への教育実践からめざすべき英語教育を検討し

たもの4）などである。概観すると大学生への調査は、

量的調査が多く、質的調査は少ない。学生の多様な

ニーズや学習の動機づけを具体的に把握するため

に、本研究では、量的調査の他、深く内状を知る助

けとなる補足調査として、インタビュー調査と学生

への英語確認テストも実施した。このような複合的

な調査方法は、本研究の独創的な点である。また、

学部別に見た場合、「経営学部」の学生に特化した

調査論文5）は英語教育関連論文のなかで非常に少

ない。本研究では、「経営学部」の英語教育に焦点

化しており、この点においても意義のある研究とい

える。経営学部の英語に関しては、グローバル社会

で活躍する国際ビジネス・パーソン育成の重要性が

指摘されている6）。ところが、学生たちの国際ビジ

ネスへの関心とは裏腹に、英語が不得意で英語の授

業に対する満足度も低い実態が報告されている7）。

これらは本学部の状況とも共通するのではないだろ

うか。今一度、経営学部における英語教育を再検討

する必要がある。

　そこで本研究では、経営学部の学生を対象に、量

的および補足的な質的調査を行い、①大学が様々な

バックグラウンドをもつ学生を教育するマスエデュ

ケーションに対応する一つの型を提示すること、②

学生の英語学習の動機づけの問題を明らかにするこ

とをめざす。

* 第4、5章担当
** 第1、2、3章担当
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2．研究方法

2－1．調査対象者

　本調査の対象者は、2022年度前期経営学部の1

年生を対象としたオムニバス形式授業の基軸科目

「人間と環境」のうち「語学」の回（2022年7月）

において、本調査の概要を聞き、任意であることを

理解した上で調査に参加した273名である。

2－2．調査方法

　上記学生に対し以下の項目をたずねるアンケート

調査を行った。

① 性別

② 所属学科

③ 海外旅行・語学研修の経験

④ 海外留学の経験

⑤ 海外滞在期間

⑥ 英語を学ぶ理由（10択・複数回答可）

⑦ 5文型の学習経験

⑧ 5文型の理解

⑨ 発音記号の学習経験

⑩ 力を伸ばしたい英語スキル（6択・複数回答可）

⑪  高校までに学習した文法事項（22択・複数回答

可）

⑫  大学の授業以外での英語学習方法（6択・複数

回答可）

⑬ 期待する英語の授業（自由記述）

⑭ 英語に関連した挑戦したい事柄（自由記述）

　次に、アンケート調査結果を理解する助けとして、

アンケート調査対象者のうち53名の学生に対して

文法事項をたずねる「英語確認テスト」を2022年

7月に実施した。

　さらに、アンケート調査結果の具体的様態をつか

むため、アンケート回収時に、インタビュー調査へ

の参加協力者を募り、4名の半構造化インタビュー

（1時間程度）を2022年11月に実施した。インタ

ビューガイドは以下のとおりである。

① 英語学習の動機について

② 高校での英語学習について

③ 大学の授業以外の英語学習について

④ 大学での英語の授業で困っている点

⑤ 英語に関わることで人生で挑戦してみたいこと

2－3．倫理的配慮

　本研究においては、口頭で、研究の主旨や任意性、

匿名を条件に個別事例が特定化されないように配慮

すること、データの取り扱いに関すること等の倫理

的配慮について調査対象者に説明し、同意を得た。

また、名城大学「人を対象とする研究に関する倫理

審査委員会」の審査・承認を得て実施した（承認番

号：2021-26）。

3．調査結果

3－1．アンケート調査

　アンケート回答者は男性136名、女性136名、無

回答1名で、回答数は、経営学科189名、国際経営

学科75名、無回答9名であった。海外旅行や研修

の経験者は52名で、全体の19.0%であった。訪れ

た国は19か国で、25名（9.2%）の学生がアメリカ

（ハワイ、グアム含む）へ行った経験がある。留学

経験者は6名（2.1%）であった。研修・留学を含め、

85.1%が半年未満の滞在であり、1年以上の滞在は

14.8%に過ぎない。英語を学ぶ理由は、図1のグラ

フのとおりである。「必要な単位」という回答が一

番多く、次に「仕事に生かす」となっている。

　5文型については、「学習した」と回答した者が

75.8%あったものの、5文型を理解しているかにつ

いては、「理解していない」が39.6%を占めた。発

音記号については、学習していない者と学習したか

どうかの記憶がない者とを合わせると、60.8%にの

ぼる。

　力を伸ばしたい分野については、図2のグラフの

とおりである。「話す力」と「聞く力」が圧倒的に
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多い。つまり会話力を求めている。

　次に、高校までに学習した文法事項を見てみよう。

高校で学習する名詞、動詞、現在完了、などの22

項目についてたずねたところ、全項目の平均が

93.7％で、十分に高校時代に文法事項を学んだこと

が伺える。

　大学の授業以外で、英語学習のためにしているこ

とをたずねた結果が図3のグラフである。映画など

の海外メディアの視聴と回答した者がおよそ半数を

占める。

　「大学の英語の授業で期待していること」につい

ては、258名から自由記述回答を得ることができた。

1人で複数のコメントを記述している場合があった

ため、総コメント件数は280件で、その内、有効回

答数は276件であった。内訳は、「会話重視（とく

に話すこと、そして聞くこと）のコミュニケーショ

ン力向上」が40.9%、「楽しくてわかりやすい内容」

が12.0%、「実際に使える英語の学習」が11.2%、「高

校英語の復習・基礎の学習」と「将来を見据えた、

社会人になってから役立つ英語の学習」がそれぞれ

7.6%、「文法・読解・語彙・発音の英語能力（話す

ことと聞くこと以外の学習カテゴリー）を目指した

学習」と「高校とは違うレベルの高い英語学習」が

それぞれ6.2%、「TOEIC等資格対策」が5.8%、「そ

の他（単位取得、レベル別クラス、自分から進んで

学べる、モチベーションが上がる授業等）」が2.5%

であった。

　「大学以外で英語に関連して挑戦したいこと」に

ついては、220名から自由記述回答を得ることがで

きた。1人で複数のコメントを記述している場合が

あったため、総コメント件数は244件で、その内、

有効回答数は240件であった。内訳は、「TOEIC」

が24.6%、「留学・語学研修」が22.5%、「外国人と

のコミュニケーション（主に話すこと）」が20.0%、

「海外旅行」が19.2%、「TOEIC以外の英語資格」

が5.4%、「その他」が8.3%であった。
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8.8%

35.2%
47.3%

17.9%

1.8%
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図1　英語を学びたい理由
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図2　伸ばしたい力
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図3　学外での英語学習
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3－2．補足調査結果

3－2－1．英語確認テスト

　2022年7月53名に実施した英語確認テストは、5

文型、名詞、動詞、形容詞、副詞、助動詞、前置詞、

接続詞、文の種類、時制、動名詞、受動態と能動態、

比較、不定詞、関係代名詞、分詞、仮定法の基本的

問い47問から構成されている。

　調査に協力した学生の本確認テストの得点率の平

均値は63.6%であった。得点率とその得点を取った

人数のグラフは以下に示すとおりであり、もっとも

多いのは50%台の得点率である。50%台の学生は

19名で、全体の35.8%を占める。

3－2－2．インタビュー調査

　2022年11月4名に行ったインタビュー調査の結

果は、表1のとおりである。インタビューでは、英

語学習の動機が単位取得という目の前の現実的目的

と一体化されており、根底には、英語から距離を取

ろうとする姿勢や、モチベーションが低く冷めた面

が垣間見える。

4．考察

　調査結果によると、ほとんどの学生が4技能のう

ち「話す」「聞く」力をつけたいと思っており、「単位」

のためという理由を除けば、「仕事での活用」や「資

格」取得を英語学習の理由に挙げていた。ここでは、

表1　インタビューにおける学生の回答の一部

学習の動機 ・ （高校時は）受験勉強のため。学校の勉強のため。履修単位を取り終えたらやらない。
・ めざす企業が決まったら、TOEICを受けてもいいが、資格が必要かもわからない。
・ 単位が一番大きい。今さら勉強してもできるようにならないから積極的になれない。
・ 単位のため。必須が終わったら、もし時間割が合えば取るかもしれない。
・ 就活でTOEICがあった方がよければ、TOEICの授業は取りたい。
・ 将来の就職のためと外国人と友だちになりたいから。
・ 海外旅行やお店の注文に役立てばいいが、行先として英語圏には興味がない。

高校での学習 ・ 高校はほとんど受験の勉強。月1回外人の先生が来た程度。会話はなかったので、会話がわか
らない。

・ 長文読解が中心で、文法はひととおりやった。週1回ALT。
・ 単語帳学習、長文読解、リスニング。ALTの先生は数か月に1回。
・ 読解と文法が多かった。会話とリスニングは週1回。

授業外の学習 ・ 3、4年になって暇になったら、資格の勉強としてTOEICの勉強をしてもいいかも。
・ 資格を取っても、英語を使えるところに行くのかはっきりしないし、もし目標ができたら勉強

するかも。
・ 受験の前に勉強になると映画を英語で見たが、今は楽しみとしてYouTubeを見る程度。
・ PodcastやYouTubeで音楽やアニメ、英会話学習のものを視聴している。

大学授業への期待 ・ （外国人に対して）通じるもの（英語表現等）を教えて欲しい。
・ 高校までは知らない文字を書いたり、知らない単語を習う感じで終わりがなく苦痛だったので、

会話やしゃべり方を教えて欲しい。達成感になる。
・ クラス内のレベルが色々で、友人のスピーチもわからない。
・ 会話力を伸ばすには留学だが、そこにTOEICが関わるので、結局、中高で学習した文法力が必

要になり、今さらやっても遅いと思う。
・ TOEIC対策は嬉しい。しかし将来は事務の仕事につきたいぐらいで、（目標は）ぼんやりして

いる。
・ 会話の練習をした方がいいと思う。

英語関連の挑戦 ・ 留学とかは、就職に関係するというよりも、将来自慢できるからいい。文化交流の面もあるが、
真剣に英語を学びたいわけでない。かっこいいし、楽しそう。

・ 旅行、ホームステイ。
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図4　英語確認テスト得点率分布
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特に学生の関心の高い英会話とTOEICに対する回

答を考察するなかで浮き彫りとなった、ニーズ、動

機、仕事という主題について論じたい。

4－1．�英会話への高いニーズと文法学習か

らの逃避

　上述したとおり、本調査では大学の授業に会話や

コミュニケーションの重視を期待する学生が4割を

占めていた。「話す」「聞く」能力の向上に対する高

いニーズは、他の日本人大学生を対象とした調査結

果とも共通する8）。しかし、今回の調査では、多く

の学生が話す、聞くという英会話のスキルを伸ばし

たいと思う一方で、英会話の基礎である発音記号に

ついては6割が不十分な学習しかしていない事実も

明らかとなった。さらに、アンケートとインタビュー

の結果をみていくと、英会話への高いニーズをめぐ

る背景は一枚岩ではないことが伺える。

　たとえば、インタビューでは、英語が不得手だと

いうある学生が、文法は「今さらやっても遅い」「（書

いたり、単語を習うのは）苦痛だったので、会話を

教えて欲しい」と語っている。会話への要請は、高

校までの受験英語や文法、読解の勉強が「苦痛だっ

た」という経験から、会話のレッスンはよりハード

ルが低く、楽しく「達成感」につながると理解して

いるようだ。すなわち、文法は難しく、会話は楽し

いという単純な二分法で英語を捉えてしまっている

学生がいることがわかる。英会話への高いニーズの

裏側には、文法に対する苦手意識や偏った認識があ

る可能性も否定できない。

　学生が会話重視の授業を望む理由として、大学生

の英語授業と英語学習に関する意識調査を実施した

大谷らは、「自分たちがこれまで学んだ経験が少な

いものをより学びたいという気持ちと共に、例え英

語が苦手な学生であっても、これまで学校で受けて

きた形式とは異なる勉強の仕方であれば英語が上達

するのではないかという期待も含まれているのでは

ないか」9）と考察している。文法学習でつまづいた

自分でも、会話なら何とか英語を習得できるのでは

ないかと期待するのであろう。こうした学生につい

ては、会話の勉強には文法の知識は必要ないと思っ

ているようにもみえ、非常に限定的に英会話の勉強

を捉えていることが懸念される。このように、英会

話への高いニーズに対しては、コミュニケーション

力を伸ばしたいという前向きなニーズのみならず、

英語が苦手な学生による、文法や読解の授業を避け

るための口実も含まれていることも念頭に置く必要

があろう。

　ニーズ分析においては、学習者が必ずしも信頼で

きるまたは唯一の正当な情報源となることを意味す

るものではなく、目的の領域に未達成の学生につい

てはそのニーズを教員が決定する必要があるという

意見もある10）。英会話力の深まりや発展をめざす

には、会話を学ぶ「楽しさ」のなかに文法や読解の

学習を効果的に組み込む工夫が求められる。

4－2．資格取得としてのTOEIC

　TOEICの点数は資格と同様、英語力を示す客観

的な指標の一つであり、目標設定がしやすく、実際

に就職時のエントリーシートに書ける項目である。

つまり、学習の動機づけに使われるものとなる。動

機は外国語学習にとって重要な項目の一つであり、

その多面性が指摘されている。英語学習に対する動

機に関する先行研究をレヴューしたNguyenによる

と、ほとんどの研究において動機は「学習対象言語

を使った知識やスキルを獲得できるようになるこ

と、すなわち道具的動機づけ」と「学習対象言語コ

ミュニティと交流し、参加できるようになること、

すなわち統合的動機づけ」とに分類される11）。さ

らに、この両者は――資格や就職といった実際的な

価値や利点を強調する道具的動機づけも、外国を観

光したり、外国人の友達を作りたいという統合的動

機づけも――ともに上位概念である「外発的動機づ



36

名城大学教育年報　第18号（2024年3月）

け（報酬や罰など外的な結果に基づく）」の下に括

られる12）。対し、学びたいという内面的な欲求や

自分の意志によって自発的に学ぼうとするものを

「内発的動機づけ」13）と呼ぶ。

　本研究のアンケート調査では、大学での英語学習

の動機は単位取得という回答が最も多く、次いで

TOEIC等の資格取得を挙げる傾向がみられ、「道具

的動機づけ」に相当する回答が最も多かった。英語

に関連して挑戦したいことの記述回答でもTOEIC

が最多ではあるが、それに次いで「外国人と会話し

たい」「海外旅行をしたい」「留学したい」といった外

国の人々や社会に関心を示す「統合的動機づけ」も

挙げられている。だが、学びたいという内面的な欲

求や自分の意志によって自発的に学ぼうとする「内

発的動機づけ」14）の回答はみられなかった。

　道具的動機づけが最多である傾向は、補足調査と

して行ったインタビューでも同様であった。英語学

習の理由については、「目的がなくなればやらない」

「単位のため」「就活でTOEICがあった方がよけれ

ばTOEICの授業はとりたい」と答えている。授業

外の学習についても、「発音の面白さでYouTubeを

たまに見る程度」「目標ができたら勉強するかも」と

いう回答であった。筆者らは、インタビューへ参加

する意思表示があった時点で、彼らは英語学習に意

欲的な学生であろうと予想していたが、そうではな

く、英語学習について正直な意見を示す場として参

加したようだ。

　ここから見えてくるのは、目標があってはじめて

英語学習に携わる姿勢であり、資格、就職、単位と

いった外からの働きかけがあってこそ、学習行動へ

結びつく学生の姿である。教員としては、これらの

多面的な動機を有機的に結びつけ、効果的な授業を

設計していく工夫が求められよう。

4－3．仕事で使う英語

　最後に、アンケート調査の「英語学習の動機」に

対し、「必要な単位」の次に多かった「仕事に生かす」

という回答について考えたい。仕事に生かすための

英語という位置づけは、アンケート調査の「大学の

英語の授業で期待していること」および「英語に関

連して挑戦したいこと」の個々の記述回答でも見ら

れ、「将来仕事で使える」や「ビジネスに役立つ」

などの表現が使われている。「仕事に生かす」こと

について、本研究ではこれ以上の具体的な質問はし

ていないが、英語学習についてのニーズと動機と仕

事は関係していることから、今後の研究課題につな

がるため、ここで考察しておきたい。

　一般的に、英語力は仕事で有利だと言われる。実

際、学生の回答でも半数以上が英語と仕事を結びつ

け、ほとんどの学生が、伸ばしたい英語力に「話す

力」「聞く力」を挙げている（図1・2）。一方で、筆

者らは、仕事で使う英語について学生たちは漠然と

したイメージしか持っていないのではないかという

疑問を抱いた。というのも、日頃の授業やゼミでの

やり取りでも、英語の勉強を「仕事」と関連づけて

語る学生は少なくないのだが、そうした「仕事」の

内容を十分把握していないことが多いからである。

彼らにとって「仕事で使う英語」とは、プレゼンテー

ションや外国人顧客との交渉や取引などで必要とさ

れる話す英語をイメージしているようである。

　立命館大学経済学部の卒業3年後の卒業生の英語

使用についてのアンケート調査によると、その時点

で仕事で使う英語は、顧客対応やプレゼンテーショ

ンや交渉などの「話すこと」よりも、情報収集やビ

ジネス文書を「読むこと」の頻度が高いことが報告

されている15）。総合的な英語力が仕事においては

必要であり、会話やリスニング一辺倒では不十分で

あることがわかる。この点を学生とも共有し、大学

の授業では「仕事」でどう英語が使われているのか

を具体的に知ることも必要である。
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4－4．�大学の授業運営に対する学生の幅広

いニーズ

　アンケート調査項目の「大学の英語の授業で期待

していること」に対しては、「楽しく学びたい」「深

くない内容」「友達と教え合う授業」など手軽な授業

を望む回答から、「基礎から」「今までの復習」といっ

た基礎力をつける授業を求める回答、さらには「all 

English」「英語の論文を読めるくらい」「より難しい

もの」という高度な内容を求める回答まで幅があっ

た。英語に苦手意識を持ち、緊張や不安を感じなが

ら授業を受けている学生も少数だがいるようだ。こ

の点については、山口が提案したとおり、学生の自

己効力感を上げる条件として、学生が安心できる授

業環境の提供や諦観および苦い経験の払拭が求めら

れる16）。

　本学部では習熟度別のクラスを設けていないが、

その必要性は過去に何度か検討されてきた。学生の

英語レベルとニーズの多様性の存在を認識したうえ

で、どのようなクラスを設けることが最も学生の要

望に応え、かつ能力を引き上げることに近づけるか、

さまざまな案を前向きに吟味する必要がある。

5．結論

　本研究は、本学経営学部1年生を対象に実施した

量的および質的補足調査をもとに、英語学習および

大学での授業に対して「話すこと」への高いニーズ

と、仕事や資格を念頭においた動機づけが大きいこ

とを明らかにした。それを踏まえ、会話へのニーズ

が高いことを教員がどう考え、どう実際の授業に反

映していくかが一つのポイントとなる。

　会話といっても、双方向の対話や議論、ディベー

トなどさまざまな方法と場が考え得る。そこには文

法や読解力も当然必要であり、両者は切り離せない。

であれば、会話を糸口に、総合的な英語力をつけて

いくような授業を工夫することも一案であろう。

　「必要な単位だから」という最多の理由について

は、卒業要件のなかに英語を効果的に組み込むこと

で英語学習が途切れないカリキュラムを構成してい

く工夫が求められる。英語教育は語学の授業だけに

おさまらない。グローバルビジネスを研究する専門

科目において、あるいはインターンシップやフィー

ルドワークなどにおいて英語学習を効果的に入れて

いくことが必要である。

　「仕事に役立つから」「就職のため」という強い動

機づけについては、キャリア教育の一環として、英

語が実際の仕事でいかに使われているのかを知るこ

とも持続的な動機づけに役立つであろう。

　大学の英語の授業を計画する際には、学生の示す

会話への高い関心やニーズを鵜呑みにするのではな

く、総合的な英語力をつけるための授業を組織的に

構築することが必要であり、同時に、学生のニーズ

をいかに切り分け、学習効果に結びつけるかが重要

な課題となる。

　今回、量的と質的の両方の調査手法を用いたが、

273名のアンケート回答に対し、インタビュー協力

者は4名しか名乗り出ず、補足的な位置付けとなっ

た。しかし、アンケート回答から把握される英語観

とは乖離した意見がインタビューで語られることも

あり、アンケートだけでは見えてこない側面がある

ことが伺えた。今後の課題として、十分な数の対象

者を確保した質的調査が必要である。

　いかなる動機であろうと、学生が英語力をつけれ

ばそれでよいという考え方もあるかもしれない。だ

が、さまざまな動機づけが相互に作用し合うなかで

その効果が高まり、総合的な英語力が醸造されるの

ではないだろうか。多様な動機づけの効果の検証や

そのメカニズムについては本研究では扱えなかっ

た。今後の課題である。
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教育実践報告

ネットワークを活用した教育環境の整備と

教育プログラムの開発による教育実践

－成績下位学生への教育の活性化を目指した取組み－

飯田 耕太郎

名城大学薬学部薬学科

1．はじめに

　2006年度に薬学教育の年限が6年に延長された。

病院や保険薬局などの医療現場で患者に接すること

で臨床技能を養う長期実務実習が5年次に行われる

など、患者の薬物治療を支える薬剤師養成を目的と

した6年制薬学教育がスタートした。薬学教育で修

得する知識はますます膨大となり、従来の講義を中

心とする教育だけでは困難であり学生自ら学習する

大切さを認識し、自己学習する姿勢を身に付けてい

くことの重要性が指摘されている。学生自ら選択し

て自己学習する手段や主体的に学ぶことができる教

育方法が求められ、多様な教育環境や教育スタイル

に合わせた教育プログラムの開発が必要となった。

　近年、従来の対面講義による教育形態とは異なり

ネットワークを活用し、パソコンやモバイルを使っ

たe-ラーニングなどは場所や時間にとらわれない

多様な学習を可能にし、学習者のニーズに応じた学

習を可能にするため、新たな教育方法として多くの

大学で導入され始めている1）。名城大学薬学部（以

下、薬学部と略す）は、2003年度にネットワーク

を活用した薬学教育支援システム（Pharmaceutical 

Education Support System：PESS、以下PESSシ

ステムと略す）を導入した。さらに、2017年度には、

コンピューターおよびタブレットやスマートフォン

などモバイル端末にも対応できる教育支援システム

（Education Support System：ESS、以下ESSシス

テムと略す）を導入し、ネットワークを活用した教

育環境の整備を行い、それに伴う教育プログラムを

開発し、薬学教育で実践している2）。

　薬学教育が6年制へと改正されたことに伴い、薬

学部国試・CBT対策委員会では、薬剤師国家試験

を目指す5年次や6年次など高学年で成績下位学生

の基盤学力の向上を目指すための議論がなされ、教

育支援を行うこととなった。5年次と6年次の成績

下位学生および卒業留年した6年次（特別コース）

を対象にして、PESSシステムまたはESSシステ

ムを活用した教育プログラムにより教育実践を行っ

ている。

　本稿では、成績下位学生の教育を活性化させ基盤

学力を向上させるために、ネットワークを活用した

教育プログラムを開発し実践することで、成績下位

学生の基礎知識の補習を行い、基盤学力の向上を目

指した取り組みについて報告する。

2．ネットワークを活用した教育環境の整備

2－1．�PESSシステムの導入による教育環

境の整備

　旧4年制薬学教育の2003年度、学外研究補助金
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の採択によりPESSシステムが採用され、ネット

ワークを活用した教育環境を整備・充実させるため

に学内の各研究室のコンピューターに導入された。

PESSシステムはネットワークを活用して学生が普

段の学習に役立てることができるコンテンツを有し

ている。また1年次を対象としたリメディアル教育

の教材を利用した学習、さらに薬剤師国家試験問題

（過去10年間）を自学自習できる他、教員も学生の

学習状況の確認および卒業試験問題の作成・ブラッ

シュアップ・編集が容易にできるシステムである。

導入の背景として、薬学教育におけるカリキュラム

の過密化、さらに能動的に学習する習慣が乏しいと

思われる学生の増加により学生の基盤学力の低下が

懸念されていた。そのためネットワークとコン

ピューターを用いて教育環境を整備し、それに伴う

教育プログラムの開発と教育実践により、学生の基

盤学力の向上を目指した。薬学教育では個人学習の

充実、すなわち学生が自ら選択して学習できる手段

の充実が求められていた。さらに2003年当時、新

たに議論され始めた6年制薬学教育において、4年

次が全員受験するネットワークとコンピューターを

使 用 し た 薬 学 共 用 試 験CBT（Computer-Based 

Testing）にも対応できるように、ネットワークを

活用した教育環境の整備が必須となった。

　PESSシステムを薬学教育で活用するための導入

構想を図1に示す。薬学部に求められるのは、医療

チームの一員として薬の専門知識のほか広く病態や

疾患、薬物治療法などの知識と技能を持ち合わせた

責任ある薬剤師の育成である。そのため授業外の自

宅学習など能動的学習を支援するために、学内およ

び学外ネットワークとコンピューターを整備した。

教員は学生の学習状況を確認できるので、学生と教

員双方への相互的な教育を実現することができ、教

員による的確な指導が可能となる。PESSシステム

は、1年次から卒業年次まで、各年次の学生に必要

な学習教材を作成・蓄積・応用することで学内の様々

な教育で効果的に利用できる。また、学習記録の管

理・分析を行い、教員が個々の学生に対して的確な

学習指導を行うことも可能となる。

2－2．PESSシステムの整備状況と内容

　PESSシステムの整備状況を図2に示す。PESS

システムは学内ネットワークを用いて医薬情報セン

ターとマルチメディア教室（2006年度導入）のコ

ンピューターおよび各研究室のコンピューターに導

入し、学生と教員がいつでも利用できるように整備

した。なお、PESSシステムは、2022年度を持っ

て導入を停止し、PESSシステムに保存されている

試験問題、演習問題、教員個人問題など全ての教材

や資料は、ESSシステムに移行して利用できるよ

うに整備した。

　PESSシステムの主な内容を図3に示す。PESS

システムの学習支援の主な内容は、1）基礎・準備

教育：1年次に対するリメディアル教育、2）専門

教育：専門知識の理解度の習得、3）薬学共用試験・

CBT対策（2008年度より開始）、4）薬剤師国家試

学内・ネットワーク 学外・ネットワーク

薬学共用試験ＣＢＴ対応 ※1

能動的自己学習支援

薬剤師国家試験対応

学生

薬学教育支援システム：PESS システム

教員：問題作成・学習指導・学習評価

薬剤師育成

図1　PESSシステムの導入構想
　　※1：2008年度より開始
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験対策の4つから構成されている。

　PESSシステムの学習支援の主な内容の1）では

入学時に薬学教育に必要な基礎（物理・化学・生物）

知識の確認と未履修科目のサポートを行う。2）で

は薬学の専門科目の解説付き問題演習が行える。3）

では薬学共用試験CBT対策演習が行える。4）で

は過去10年間の薬剤師国家試験既出問題の演習が

行える。また、PESSシステムでは、問題演習の正

解率を確認する際、レーダーチャートによる可視化

で確認することができ、同時に教員も担当する学生

の正解率を随時確認することができる。

　PESSシステムの教育支援の主な内容は1）教員

が授業内で実施する個別テスト（コンピューター試

験）への対応、2）薬学部内の複数の教員がオムニ

バス形式で試験問題を作成する大学オリジナル試験

への対応、3）教員によるプリント試験の作成と印

刷への対応、4）問題データベースと教材データベー

ス（専門科目、薬学共用試験CBT用、国家試験

用）、5）システム利用者の管理、試験問題・記録

の管理である（学習管理システム）。

2－3．�ESSシステムの導入による教育環境

の整備

　2014年頃から日本の社会でスマートフォン所有

率が70％を超え、大学生の所有率も年々高まる傾

向にあった。薬学部では、学生の学外（自宅）学習

をさらに充実させるためにコンピューターだけでな

くタブレットやスマートフォンなどモバイル端末に

も対応できる教育環境を整備していく必要性があっ

た。ネットワークを活用し、多様性のある教育環境

を整備・充実させることで、学生のニーズに応じた

学習を可能にすることができる。それと同時に教育

プログラムの開発を行い、教育実践することで学生

の基盤学力の向上を目指した。

　2017年度、コンピューターおよびタブレットや

スマートフォンなどモバイル端末にも対応できる

ESSシステムは、学内外の研究補助金による多大

な支援を受けて導入され、薬学部の教育環境がさら

に整備された。通学時間などを利用して、単語帳を

使った繰返し学習で英単語を習得したように、ス

マートフォンなどモバイル端末を使って学習するこ

とで通学時間などを有効に利用した学習が可能とな

る教育環境が整備された。

大学内ネットワーク

学内

マルチメディア教室ＰＣ

医薬情報センター教室ＰＣ

研究室

ＰＣ

図2　PESSシステムの学内整備状況

デデーータタベベーースス

（ コンテンツ）

薬薬剤剤師師国国家家

試試験験対対策策

専専門門教教育育

薬薬学学共共用用試試験験

CBT 対策

ププリリンントト試試験験
基基礎礎・・準準備備

教育

個別

テスト

大大学学オオリリジジナナルル

試試験験

学学習習管管理理

シシスステテムム

図3　PESSシステムの主な内容
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2－4．ESSシステムの主な内容

　ESSシステムの概要図を図4に示す。

　ESSシステムの整備状況として、それまで14年

間使用していたPESSシステムの全ての機能を有

する他に、学内および学外でコンピューターおよび

スマートフォンやタブレットに対応した自習・演習

モードを兼ね備えている。自習モードは、学生が分

類検索やキーワード検索で自分の目的に合った演習

問題を選択することで自主的な演習が行える。演習

モードは、教員が受講者・演習期間・演習問題を指

定して実施する講義内の小テストや演習課題などに

利用できる。これらは全て国家試験対策やCBT対

策用のコンテンツに基づいている。学内学習はもと

より自宅や通学途中など、時間と場所を選ばずに、

いつでもどこでも学習することができる。また、一

度解答した問題の中から、低正答率問題や未着手問

題を選び出し、優先的に出題される機能も兼ね備え

ているので、効率よく効果的な学習ができる。

　図5にモバイル端末を使った演習の流れの1例を

示す。演習モードでは、国家試験関連問題、CBT

関連問題、またはキーワードにより問題を検索する。

その後、検索結果リストから問題項目を選択すると

プールされている問題から10問ごとに出題される

（図5：問題画面）。順次問題に解答すると、直ちに

判定と解説が表示される（図5：判定・解説）。さ

らに成績を指定すれば学習結果が領域ごとに正答率

としてレーダーチャートで表示される（図5：成績

分析）。

3．成績下位学生への教育実践

　5年次、6年次の成績下位学生および卒業留年生

に対して教育実践した授業を図6に示す。図6で黒

の太字で示した授業においてPESSシステムまた

はESSシステムを活用した教育プログラムを実践

した。

　5年次は、病院および保険薬局における長期実務

実習を4期間のうち、2つの期間を利用して参加す

る。実務実習に参加しない空き期間の2期と4期を

利用して、5年次成績下位学生は、薬学卒業演習Ⅰ

の授業を受講し基礎知識を補習する。

　6年次成績下位学生は、6年次前期に薬学卒業演

習Ⅱの授業を受講する。なお、6年次成績下位学生

への教育実践について、本論文では限られた紙面の

都合で掲載を割愛させていただく。卒業留年生（特

別コース）は、前期に薬学特別講義（再）特別授業

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの授業を受講する。特別授業Ⅰは非正規

学外

自宅学習環境
モバイル学習環境

スマートフォン

タブレットＰＣ

インターネット

自宅

ＰＣ

学外

図4　ESSシステムの概要図

成績分析判定・解説問題画面

図5　モバイル端末を使った演習の流れ（ESSシステム）
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授業であるが、特別授業Ⅱ・Ⅲを受講する前に基礎

知識を補習するためにESSシステムを活用した教

育プログラムによる授業を受講する。

3－1．�PESSシステムを活用した教育実践

とその教育効果について

　2013年度、5年次の成績下位学生にPESSシステ

ムを活用した教育プログラムを開発し教育実践した

概要を図7に示す。ただし、物理、化学、生物の準

備テストと確認テスト問題は別問題として出題し

た。SGLは 少 人 数 グ ル ー プ 学 習（Small Group 

Learning）の略である。

　基礎知識を補習するために11週間のプログラム

で物理、化学、生物の準備テストと確認テストを行っ

た結果を図8に示す。確認テストの平均点は準備テ

ストに比べ有意に高い値となり（Mann-Whitneyの

U検定）、基礎知識を繰返し補習した学習効果が確

認された。PESSシステムを活用した準備テストと

確認テストの効果を高めるために学生主体のSGL

を組み合わせた教育プログラムを実践した。SGL

では、複数の相手を対象に対面で知識のアウトプッ

トが行われるため、インプットした知識を言葉に出

して伝え、確かな知識として記憶されるので効果的

である。PESSシステムを活用したテストとSGL

を組合せることで効果的に知識をアウトプットする

ことができ知識の補習に役立つことが示唆された。

　5年次が実務実習に参加しない期間を利用して、

国家試験既出問題試験を2012年度は2回実施し、

2013年度は3回実施した。2012年度と2013年度に

実施した国家試験既出問題試験結果を研究コース

（成績上位）と学術コース（成績下位）に分けて図

9に示す。2012年度は2回実施し、学術コースの得

点は研究コースに比べ有意に低値となり、学術コー

スの得点は1回目の54点から、実務実習明けの2回

目は34点へと著しく低下した。一方、PESSシス

テムを活用した教育プログラムを5年次の学術コー

スに導入した2013年度は3回実施した。1回目では

学術コースは研究コースに比べ有意に低値であっ

た。しかし、実務実習明けの2回目と3回目ではコー

ス間で得点差がなくなった。1回目から3回目に移

行するに従い得点はやや減少したが2012年度に比

5年次 薬学卒業演習Ⅰ
（2期集中）

薬学卒業演習Ⅰ
（4期集中）

↓
6年次 薬学卒業演習Ⅱ 薬学特別講義
↓

卒業留年生
6年次特別コース

薬学特別講義（再）
特別授業Ⅰ
特別授業Ⅱ
特別授業Ⅲ

図6　�5年次と6年次の成績下位学生および卒業留年生の教育
実践状況

月曜　　1時限
PESSシステム 準備テスト：30問題テスト

↓ 　　　　2時限　　　↓
PESSシステム 自己採点、不正解問題箇所の明確化

↓ 　　　　3時限　　　↓
PESSシステム 解説レポート作成：知識をインプット

↓ 　　　　4時限　　　↓
SGL ディスカッションで知識をアウトプット

水曜　　1時限　　　↓
学習発表 解説の発表で知識の確認と共有化
↓ 　　　　2時限　　　↓

PESSシステム 確認テスト：30問題の理解度を確認する
金曜　　18時まで�　↓

個人学習 解説レポート作成で知識の確認・定着化
次週　　月曜　　� 　↓

双方向的教育 教員：解説レポート返却時に学習指導
図７　PESSシステムを活用した教育プログラムの概要

図8　準備テストと確認テストの平均点の比較
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べ得点の著しい低下が抑えられた。2013年度に

PESSシステムを活用した教育プログラムを5年次

の学術コースに導入したことで学術コースの基礎知

識の補習が行われ、2012年度のような得点の著し

い低下を抑えることができた。

　2013年度と2014年度に実施した6年次学術コー

スの第1回（5月実施）全国統一模擬試験の得点率

（各自の得点を全国平均点で除した割合）の分布を

図10に示す。2013年度の6年次学術コースは、5年

次にPESSシステムを活用した教育プログラムを

受講していないため平均得点率は0.74と低かった。

2014年度6年次学術コースは、5年次にPESSシス

テムを活用した教育プログラムを受講したことで基

礎知識が補習され得点率が0.89に上昇した。得点

率1.0以上が17名に増え高い得点率へとシフトし

た。2013年度にPESSシステムを活用した教育プ

ログラムを受講した成績下位学生の基礎知識の補

習が確実に行われ、その教育効果が表れたものと考

えられる。

　PESSシステムを活用した教育プログラムを5年

次成績下位学生に実践した結果、成績下位学生の基

礎知識の低下を抑えることができ、6年次の第1回

模擬試験の得点の上昇へとつながる教育支援がで

きたと考える。2013年度第1回模試結果に比べ

2014度第1回模擬試験結果が有意に上昇した要因

は、PESSシステムを活用した教育プログラムが5

年次成績下位学生に確実に機能したことであり、そ

れが教育成果として現れたと考えられる。

3－2．�ESSシステムを活用した教育実践と

その教育効果について

　2023年度、6年次で留年した学生（特別コース生）

に対して、学内で薬学特別講義の再履修科目として

特別授業Ⅱ・Ⅲを5月から6月に実施している。特

別授業Ⅰは非正規科目であるが5月からの授業に備

え基礎知識を補習するために4月の4週間を使って

ESSシステムを活用した教育プログラムで特別授

業Ⅰを実践している。特別授業ⅠではESSシステ

ムを活用して生物、薬理、病態薬物治療、薬剤の

10年分の国家試験既出問題演習に取組み、各領域

の知識を可能な範囲で有機的に繋げ補習する教育

を目指した。

　表1に特別授業Ⅰで実施した1週間のスケジュー

得

点

**

**

**

**

**
**

**

**;�p<0.01,�Mann-Whitney�U-test.
学術コース：12年（n=52），13年（n=72），
研究コース：12年（n=186），13年（n=173）
図9　�2012年度・2013年度の5年次対象国家試験既出問題

試験結果

得点率

人

数

図10　2013年度・2014年度6年次学術コース　
　　　第1回（5月実施）模擬試験の得点率分布

表１　特別授業Ⅰで実践した1週間のスケジュール

曜 1時限 2時限前半 2時限後半 3時限 4時限

月 準備学習 ― プレ1 自己採点 事後学習

火 準備学習 ポスト1 プレ2 自己採点 事後学習

水 準備学習 ポスト2 プレ3 自己採点 事後学習

木 準備学習 ポスト3 プレ4 自己採点 事後学習

金 準備学習 ポスト4 ― 自己採点 事後学習

プレ：プレテスト、ポスト：ポストテスト
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ルを示す。プレとはプレテスト、ポストとはポスト

テストのことで、同一番号の場合、同じ領域、同じ

年度から問題を出題した。ただし、プレテストとポ

ストテストの問題は全て異なる問題を出題した。基

礎知識を補習するためにESSシステムによるe

ラーニングを活用した準備学習およびESSシステ

ムによるプレテストとポストテストを組合せ、学生

主体型の教育プログラムを実践した。

　特別授業Ⅰで実践したプレテストとポストテスト

の結果について、図11に生物系平均点、図12に薬

理系平均点、図13に病態薬物治療系平均点、図14

に薬剤系平均点を、それぞれ示す。

　生物系では、いずれの平均点もプレテストに比べ

ポストテストは高くなったが、特にプレテスト3に

比べポストテスト3の平均点は有意に高くなった。

　薬理系では、いずれの平均点もプレテストに比べ

ポストテストは高くなったが、特にプレテスト2お

よび4に比べポストテスト2および4の平均点が有

意に高くなった。

　病態薬物治療系では、いずれの平均点もプレテス

トに比べポストテストが高くなったが、プレテスト

とポストテストの間で他の領域で示されたような平

均点の有意差は見られなかった。

　薬剤系では、いずれの平均点もプレテストに比べ

ポストテストは高くなったが、特にプレテスト2に

比べポストテスト2の平均点が有意に高くなった。

　ESSシステムを活用した教育プログラムの実践

により、全ての領域でポストテストの平均得点が上

昇したことから基礎知識を補習する卒業留年生（成

績下位学生）の教育に効果的であることが示され

た。

4．成績下位学生を対象とした教育活動

　2003年度、学外の研究補助金の支援を受けてネッ

トワークとコンピューターを活用したPESSシス

*

*�P�<�0.05.�Mann-Whitney�U-test.�（ｎ＝13）
図11　特別授業Ⅰの生物系平均点の比較

* *

*�P�<�0.05.�Mann-Whitney�U-test.�（ｎ＝13）
図12　特別授業Ⅰの薬理系平均点の比較

図13　特別授業Ⅰ病態薬物治療系平均点の比較

*

*�P�<�0.05.�Mann-Whitney�U-test.�（ｎ＝13）
図14　特別授業Ⅰの薬剤系平均点の比較
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テムを整備した。さらに2017年度からはコンピュー

ターはもとよりスマートフォンやタブレットなどモ

バイル端末にも対応したESSシステムを薬学部に

導入し、時代に即した教育環境を整備してきた。薬

学部に配備されたこれらのデジタル教材を活用して

2006年度から高学年の成績下位学生や卒業留年生

の教育に携わっている3）。

　成績下位学生には教育目標を教員と共有した上

で、範囲や項目を絞り、規則的な学習時間をきちん

と決めた具体的な教育プログラムに基づいた教育を

実践することが大切である。

　高学年の成績下位学生や卒業留年生に必要なこと

は、それまでに学んできた知識を可能な限りアウト

プットさせる機会を設け、知識のインプットとアウ

トプットを繰り返すことである。知識のアウトプッ

トは、脳の中に入れた知識を脳の中で処理して外に

出力することである。問題を解く、テストに答える

ことで知識としてアウトプットされる。他者に説明

するなど実際に行動を起こし知識を使うことで脳は

大切な情報ととらえ、記憶された知識として活かす

ことができる。

　本論文では、ネットワークを活用した教育システ

ムを取り入れた教育プログラムを高学年の成績下位

学生や卒業留年生に実践した。知識のインプットと

アウトプットを繰り返す機会を幾度も行うことで教

育効果が高まることが示された。ネットワークを活

用したシステムを用いた教育プログラムの実践によ

り知識をアウトプットする機会が増えることで知識

の補習に繋がるため、成績下位学生の教育に適して

おり、教育効果が高いことが示唆された。今後も継

続して卒業留年生や高学年の成績下位学生の教育を

実践し、薬学教育のさらなる活性化を目指し貢献し

て行きたい。
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1．はじめに

　薬学部が6年制課程となって17年が経過し、本

学からは既に約2500人が卒業した。その大半が薬

剤師として医療機関をはじめとして多方面で活躍し

ている。本学は過去10年では、薬剤師国家試験合

格率は90％以上を維持し、第108回では既卒者を

含めた総数で全国1位となった。国家試験合格率の

高さだけで本学における教育システムすべてを評価

することは早計であろうが、各方面の人事担当者や

先輩薬剤師から彼らの活躍ぶりを聞くと、本学の教

育システムとしては非常に優れているととらえてよ

いかと思われる。

　日本薬学会は6年制導入時に、薬学部で学生に対

して提供すべき教育内容として、「薬学教育モデル・

コアカリキュラム」を制定した。その後、2013年

度に内容が見直され1）、さらに2024年度からは新

たに改訂されたカリキュラムで進むことになってい

る。本学においても学習内容や講義内容を修正し、

一部は既に2023年度から前倒しで進められている。

2年次及び3年次に開講する実習は化学系、分析系、

生物系、物理系（薬剤学）の4系統に大別され、近

年の医学薬学の発展に伴いより新しい知見や技術を

取り入れた内容になってきている。私が主に関与し

てきた3年次開講の「生物系応用実習（薬理学I）」

では学生のアクティブラーニングを促進するため

に、実習前に使用薬物に関する調査課題を提出させ、

実習開始日にプレテストとして確認試験を行う取り

組みをはじめた。その結果、実習期間中の試問や実

習後のレポート課題において理解が深まり、学生の

実習に対する取り組み方が改善したことなどを既に

報告している2）。

　一方、1年次前期開講の「薬学入門」は、薬学専

門課程の導入教育の一つとして基礎実験を主体とし

た必修科目であり、実習4系統の主要基礎科目につ

いて2013年度より開講された。学生はクラス別に

4つのグループ（60～70名）に分けられ、前期の4

～7月にかけて1日かけて受講する。我々が担当す

る生物系分野の薬学入門では、2018年度から順次

改良した。午前の1～2限では、高仕様の人体模型

を導入し、各自各臓器や骨格を手に取りながらス

ケッチした。また、午後からの3～4限では、小動

物を用いた観察実験を組み入れ、特に、2年次以降

に開講される「薬の作用」や「薬理・病態1～6」

の中で、基礎的内容で新入生が興味を持てるよう理

解しやすい内容を選定した。2019年度は学習効果

をさらにあげられるようテキストおよび配布資料を

改良した。改訂5年目の本年は講義後に実習内容に

加え、受講時に感じている今後についての思いを調

査し、今後の課題について考察した。

2．方法

　2023年5月26日、6月15日、7月4日に開講した

初年次開講「入門実験」における

新入生の意識調査

間宮 隆吉

名城大学薬学部薬学科
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薬学入門を受講した230名を対象にした（内訳：5

月26日79名、6月15日76名、7月4日75名）。なお、

班分けは名簿順に1班3～5名とし、各クラス16～

19班となった。

　3限に本科目の目的や全体の内容について作成し

た手順書に従い説明した。次に、「機能形態学I～

III」で使用している教科書（入門人体解剖学、改

訂5版、南江堂；グラフィカル機能形態学、京都廣

川書店）や手順書を用いて、人体臓器の機能および

服用した薬の体内動態（吸収、分布、代謝、排泄過

程（ADME））を概説した。その後動物実験を行う

にあたっての心構えを説明した。ddY系雄性マウス

（5週齢：日本SLC株式会社）を学生1人あたり1

匹配布し、ハンドリング及び尾へのマーキングをさ

せることで段階的に動物に慣れさせた。投与方法を

スライドや実演によって詳細に説明し、学生には努

力目標として皮下投与を実践させた。

　その後、学生は主たる実習項目として、経口投与

したリファンピシン（富士フィルム和光純薬）ある

いは鉄剤（インクレミンⓇ、アルフレッサ）がどの

ように排泄されるか観察した。すなわち、1匹マウ

スに対して、入門実験開講の前日（16時）に鉄剤

を経口投与した。また、別の1匹のマウスに対して、

リファンシピン（200 mg/kg）を入門実験当日の正

午に経口投与した。学生は2人1組となって、その

2匹のマウスに利尿薬（フロセミド5 mg/kg）を皮

下投与し、その後30分間の排尿時間および排尿回

数、また糞便の個数や色について観察・記録させた。

記録したデータについてまとめ、提出用記録用紙を

提出させた。休憩時間中に筆者が、その日の全デー

タをまとめ表および棒グラフを作成し、この表とグ

ラフに基づいて実験の意義、結果が意味すること、

実験科学におけるデータ管理や研究倫理について、

4限目の後半に説明した。

　なお、事前に学生用掲示および午前中の講義中に、

アレルギーおよびアナフィラキシーに関する注意喚

起を繰り返し行った。また薬品作用学研究室に配属

された6年生学生に、薬物投与に関するアドバイス

の実践や、けがおよび事故防止の補助員として参加

してもらい、細心の注意を払った。動物実験内容に

関して、名城大学動物実験委員会の承認を得て実施

した（PE-28（2023年度））。またアンケートは4限

終了後に行った（回答率100%）。

3．実施における留意事項

　実施にあたって以下の項目について最も留意し

た。

3－1．アレルギー

　学生はアレルギーに関する知識を十分有していな

いと推察されることから、最も注意を払った。事前

に学内掲示板およびガイダンス等で小動物を使用す

る実習であることやその内容を公表し、アレルギー

（動物、薬物、食品を含む）の有無を自己申告させた。

さらに講義の初めには、アレルギー反応は食品、花

粉やハウスダストだけでなく動物に対しても起こり

うること、またその典型的な症状やアナフィラキシー

では短時間で重症化し死に至る可能性もあることな

どを重ねて説明した。アレルギーを有している可能

性のある学生に関しては、教員だけでなく、研究室

配属学生間でも情報を共有し周回時に留意した。

3－2．他の科目との関連性

　単なる1科目とならないよう他の科目との関連性

を説明するよう心がけた。「機能形態学I～III」を

中心に、「基礎生物学」、「生化学I～III」、薬剤学、

薬物動態学I～II」などの内容を織り交ぜて、科目

間の関連性と応用科目を履修する上で段階的に繋

がっていることを意識させるようにした。

3－3．実験動物の取り扱い

　アレルギーの危険性もあることからも、マウスに
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触れることを努力目標とし、薬物投与などは強制し

ないこととした。一方で、マウスを愛玩動物と捉え

る学生も多く、スマートフォンなどで撮影する者も

いた。しかし、実験内容を印象付ける観点から、あ

えて禁止措置は取らなかったが、過去の学内での事

例を上げSNSへの投稿などを控えるよう注意を促

した。

4．アンケート結果

　学生は、入門実験で受講した内容の自己チェック

に加え、図に示す2つの問いについても答えた。

4①． 「問1　この入門実験の受講前の自分の気持ち」

について、230名全体の回答を以下にまとめた。

（1）6年間もやっていけるか不安だ　92名（23％）

（2）頑張って早く薬剤師になりたい　88名（22％）

（3） 大変過ぎて既に心が折れかかっている　40名

（10％）

（4）それなりに充実した毎日だ　89名（23％）

（5） こ の 入 門 実 験 を 楽 し み に し て い た　70名

（18％）

（6）実験はやりたくない　7名（2％）

（7）動物実験は不要だ　5名（1％）

（8） その他　4名（1％）

また、月別の結果について円グラフにして図1に示

した。

4②． 「問2　この入門実験を終えて、今の自分の気

持ちに最も近いもの」について、同様に230

名全体の回答を以下にまとめた。

（1）6年間頑張ろう　115名（28％）

（2）新薬の開発に興味がわいた　22名（5％）

（3）薬理学に興味がわいた　80名（19％）

（4）薬物動態学に興味がわいた　66名（16％）

（5）動物実験はやりたくない　26名（6％）

（6）研究者を目指したい　13名（3％）

（7） 新薬開発の一端を知れてよかった　55名（13％）

（8）新薬開発に動物実験は不要だ　23名（6％）

（9）動物がかわいそうだ　12名（3％）

また、月別の結果について円グラフにして図2に示

した。

5．考察および今後の課題

　2018年度から取り組み始めた生物系「入門実験」

における実習項目やその状況を示し、実習後に行っ

た学生アンケート結果をもとに評価した。まずは動

物実験を導入したこの5年間、アレルギーやアナ

フィラキシーによる重大な事故はなく、運用上の問

題は発生しなかったと安堵している。また、この実

験内容に関わる学生からの評価については別の機会

で深く考えたいところであるが、入門実験に取り組

む姿勢や学習内容項目に対して、今すぐに改善を望

む意見はなかった。したがって、ここでは2つの問

いに対する回答について考えたい。

図2　受講後の意識

図1　受講前の意識
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5－1．受講前

　4①に示したように、およそ1/4の学生は、大学

という新規環境に不安を感じつつも、それなりに充

実した毎日を送りながら、目標としている薬剤師に

向かって前向きに取り組もうとしていることがわか

る。その一方で、入学後1ヶ月以上が経過し、徐々

に大学薬学部における学業の難しさを感じるように

なり気持ちが揺らいでいることも示された。5月以

降の変移を比較してみると、同一学生ではないが

3ヶ月間で大きく変化したのが、「大変過ぎて既に

心が折れかかっている」（5月10.1％→6月17.1％

→7月25.3％）である。これは学生が思い描いてい

た大学生活とのギャップを感じ危機感を伴っている

ものと思われる。しかし、次年度は選択肢の表現を

より適切なものにして、学生が具体的にどのような

ことを訴え求めているか明らかにする必要があると

感じている。

5－2．受講後

　4②に示したように、「6年間頑張ろう」と前向き

に取り組んでいこうと考えている学生が115名で最

も多い。しかし、初年次の前期において半数しかお

らず、3ヶ月間では割合的には増えているように見

えるが、実数では40名→39名→36名でむしろ微減

している。非常に驚くとともに、学生のモチベーショ

ンを上げるために今後の対策を考えなければならな

いと危機感を感じた。

　また、動物実験の考え方については今後ももちろ

ん現状を踏まえて賛否について丁寧に伝えていかね

ばならないと考えている。その一方で、この講義中

に強調した薬理学や薬物動態学に対するモチベー

ションが高まり、その先の研究にも興味を持つよう

な学生が半分以上いることに安堵した。今後も動物

実験の3Rの原則を順守することは当然であるが、

代替法を含むより効果的な実習内容に変更すること

を常に考えていきたい。

6．まとめ

　「入門実験」において、初年度より薬学を身近に

実感できる項目を講義に加え、より満足度をあげる

よう試みている。薬剤師国家試験の合格率の高さや

入職後の働きぶりについては概して高評価であるこ

とは既に述べた。現在名城大学薬学部の課題となっ

ているのは、如何に低学年での留年者や退学者を減

らすかである。その原因は学業不振であるが、個々

の原因については、なぜ学業不振に陥ってしまった

か探る必要がある。単に通常の講義についていけな

い、学業に対するモチベーションが低下している、

のいずれかであろうと私は考えている。学業不振者

に対する対策は既に薬学教育開発センターを中心に

取り組まれており、今後その成果が期待される。そ

の一方で、個々の学生のモチベーションの低下やメ

ンタル問題について、教員がより早く認識し対策す

る必要がある。入学時より各学生にはメンター的役

割を担う指導担当教員が割り当てられ、年間に何度

か面談をすることでコミュニケーションが密にでき

るような環境が整えられている。そうしたことに加

え、入門実験におけるアンケートを記名して取得す

れば、学生の心的変化などをより早く気付けるので

はないかと考えている。入門実験だけでなく、学生

の状態をうかがい知る機会が多いほど学業不振者の

早期発見につながり、早期の対策につながるはずで

ある。

　今回および前回（2020年）のアンケート結果か

ら、実習内容については一定の評価を得たものと考

えている3）。今後は、単に科目満足度を上げること

ではなく、このような取り組みを通じて、学生の薬

学修学へのモチベーションの維持や向上ができるよ

うにしたいと考えている。また、この教科にとどま

らず、今後も学生の学ぶ姿勢を後押しできるよう取

り組んでいきたい。
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教育実践報告

高大連携での国際企業からの課題解決型プロジェクト

西尾 由里*　 萩藤 大明**　 グレゴリー・マイネハン***　 ポール・ウィキン****

マックス・プレイバー*****　 ジェームス・ロジャース******　 アヤ・マレー*******

藤原 康弘********　 柳沢 秀郎*********

名城大学外国語学部国際英語学科

1　はじめに

　高大連携という言葉が聞かれるようになって久し

い。文部科学省（n.d.）によると、高大連携とは、

高等学校と大学とを接続することにより、一人一人

の能力を伸ばすということである。その背景には、

中高一貫教育や現行学習指導要領の実施等により高

等学校が多様化と選択の幅が拡大し、特定の分野に

ついて高い能力と強い意欲を持ち、大学レベルの教

育研究に触れる機会を希望する生徒の増加が予想さ

れるからである。さらに、このような生徒の能力・

意欲に応じた教育の実現を目指していくためには、

「高等学校教育」や「大学教育」の一面のみからで

はなく、高等学校・大学の双方が、連携して教育を

考えることが必要であると考えている。

　外国語学部は2016年の開設当時より1年生全員

を対象に、基礎演習Ⅰの授業において、企業からの

リアルな課題に対して、チームで課題解決の提案を

するという授業を行っている。これは、Future 

Skills Project（FSP）と呼ばれる活動である。こ

の授業では学生の授業後アンケートにおいて、

100％の学生が、「自分たちがとても成長した」、「成

長した」と感じており、その中でも特に「課題を捉

える力」が伸びたと感じた学生が52.4％、「チーム

として動く力」が伸びたと感じた学生が47.6％で

あった（西尾・柳沢基礎演習Ⅰクラス、2023年7

月30日実施）。その中での問題点は、リーダーとし

てチームを引っ張る力が不足しているということで

ある。通常大学でのクラブ活動などでは、1年生か

ら4年生までの学年の違いから、自分たちの学年が

上がるごとに下級生を指導したり一緒に活動するこ

とによりリーダーとしての資質を身に着ける機会が

あると考えられる。しかしながら、ナゴヤドーム前

キャンパスにはクラブが少なく、参加している学生

は多くはない。

　一方、基礎演習Ⅰでは、高校時代では経験したこ

とがない企業の課題の取り組みについて、チームで

話し合いを重ねるため、約70％の学生が「お互い

が相手の言うことを理解して聞く」、また「自分の

言いたいことを理解してもらう力が養われた」と感

じ、また95％の学生が「チームでの活動がうまく

いっている」と感じている。

　1年生の基礎演習ⅠのFSPの活動で培われた

チームビルディングと企業からの課題を解決する力

をさらに伸ばすこと、さらには年齢の違う多様な高

校生とチームを組むことでリーダーシップ力も養

え、また外国語学部として将来国際的な企業への

* 第1章・第5章担当 **** 第3章担当 ******* 第3章担当
** 第2章担当 ***** 第3章担当 ******** 第4章担当
*** 第3章担当 ****** 第3章担当 ********* 第2章6担当
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キャリアを目指す糸口となるような活動が必要であ

ると考えていた。このことから、今回の高大連携で

の国際企業からの問題解決型プロジェクトを名城大

学の授業の一環として行うこととした。

　授業の一環として、外国語学部のディプロマポリ

シーとの対応は以下のとおりである。国際的な企業

からの実際の課題を行うことにより、海外の事情に

通じ深く異文化を理解できる（DP3）、また、日本

についての知識も増え、発信できるようになる

（DP4）。さらにそれらは豊かな教養、広い視野に

繋がる（DP1）。

　高校生と大学生という年齢・知識・環境などの異

なる学生同士の中でのアクティブラーニングによ

り、学生間の協働・互助学習を促進し、主体的・対

話的な学びがある（DP5）。オンラインでの活動で

あるため、ZOOMなどを通じてICTの知識と技術

を身に着けることが出来（DP1）、英語でのプレゼ

ンテーション能力を高めることにつながり（DP2）、

グローバル人材の育成に繋がる。したがって、本活

動は外国語学部のディプロマポリシーに非常に親和

性が高いプロジェクトであるといえる。なお、本プ

ロジェクトは、名城大学学びのコミュニティ創出支

援事業の助成を受けている（代表西尾教授）。

2　高大連携プログラムの実施

2－1　プロジェクト体制

　2023年4月から附属高等学校の学生（杉本健教

諭指導）と大学生がチームを組み、シンガポールに

本拠を置く国際団体から提示された課題を解決する

「高大連携」のプロジェクトを実施した。学部生は

「基礎演習Ⅲ（国際経営戦略論）」（萩藤准教授担当）

の講義を通して国際企業の経営の理論的枠組みや経

営戦略を学び、高校生はその講義内容の録画を視聴

することにより、内容を共有した。基本的には、大

学生と高校生のチーム活動は、ZOOMを使い、互

いに議論を重ね、課題解決のアイデアを模索した。

一次提案と最終提案を行った後、外国語学部のイン

ターナショナル英語教員（マイネハン准教授・ウィ

キン教授・プレーバー教授・ロジャーズ准教授・マ

レー准教授）によるフィードバックを受け、それに

より、より良いプレゼンテーションなどの方法を学

ん だ。 高 校 と の 折 衝 を 藤 原 教 授 が 行 い、 ま た

ZOOMでのICTと公報を柳沢教授が担当した。

2－2　授業形態

　本プロジェクトには、名城大学外国語学部の2年

生を対象としている基礎演習Ⅲ（国際経営戦略論、

萩藤准教授）の授業の受講生5名が参加した。

　高校側は、名城大学附属高校2年生、国際クラス

27名が参加した。各チームは大学生1名、高校生3、

4名のチームで構成されたチームは5チーム、あと

2チームは3、4名の高校生のみのチームである。

　授業の具体的なスケジュールは図1のとおりであ

る。授業では、学部1年時の基礎演習Ⅰの授業との

連動性を踏まえ、チーム演習の方法について発展的

に学ぶ期間を冒頭2～3週間にかけて設けた。具体

的にはSWOT、PESTなどの分析枠組みを学んだ

うえで、ロールプレイ演習やシミュレーションゲー

ムなどの演習方法を試す期間とした。海外企業課題

に取り組む前に、こうした期間を設けることで、実

際の課題に対しても学生自らの力で乗り越えられる

授業構成とした。大学の講義はすべて教室の録画シ

ステムを使い、MP4形式の録画を高校側に送り、

高校の授業にも使用してもらうこととした。

　高校側は、次のように授業を展開した。大学の講

義のビデオを参考に、国際経営についての基礎知識

をインプットした。企業課題を受けて、プレゼンテー

ション準備を行った。第一次提案を行い、企業から

とインターナショナル教員からのフィードバックを

受けてプレゼンテーションが改善した。

　7月4日（火）の最終提案は、ナゴヤドーム前キャ

ンパスDW306で、大学生と附属高等学校の学生ら
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が、シンガポールの国際団体とオンラインで結び、

課題解決のためのプレゼンテーションを英語で行っ

た。当日は小原学長をはじめ大学教職員、また他高

校教員の参加があった。最終発表後は、各チームの

質疑応答があり、海外企業と大学教授からのフィー

ドバックを受けた。インターナショナル教員は、プ

レゼンテーションにおける向上した点や課題のレク

チャーおよび審査を行った。

図1　授業スケジュール

【大学授業項目】 【大学授業内容】 【高校授業内容】

1

授業のオリエンテーション
（4/11・10：50-12：20）

授業の全体的な進め方や評価の方法などを解説す
る。この授業で取り組む国際経営戦略について、
基本的な考え方やルールについて学ぶ。チームを
編成し、自己紹介を行う。

授業録画ビデオ
高校生・大学生→プレアンケート

（了承の上で）

2
授業の概要とチーム演習の方法

（4/18）
国際経営戦略の基本的な考え方やルールについて
引き続き学び、そのために必要なチーム演習の方
法について具体的に学ぶ。

授業録画ビデオ

3
チーム演習の方法と枠組み（4/25） チーム演習に必要な理論的枠組みについて学ぶ。 高校生→チーム分け（リアルタイ

ム班・ビデオ録画班）授業録画ビ
デオ

4
国際企業による課題提示（5/2） 企業の担当者が、課題を提示し、事例の説明を行う。

チームに分かれて、課題に取り組むにあたっての
役割とゴールを決める。

授業録画ビデオ＋企業課題提示ビ
デオ

5

リサーチ活動とディスカッション
（5/9）

チームごとに、各自が収集した情報を踏まえた簡
単な発表をし、課題に関する基礎知識や基本情報
を共有したうえで、議論を深めながら課題解決プ
ランを構想していく。

高校生の時間割3・4時間目
顔合わせ火曜日

（10：50-12：20）Zoom

6 リサーチ活動とディスカッション
（5/16）

一次提案に向けて、プレゼンテーションの準備を
行う。

火曜日2限（10：50-12：20）Zoom

7 リサーチ活動とディスカッション
（5/23）

一次提案に向けて、プレゼンテーションの準備を
行う。

火曜日2限（10：50-12：20）Zoom

8

国際企業課題に対する一次提案
（5/30・10：50-12：20）

企業の担当者を前に、各チームが課題解決プラン
のプレゼンテーションを行う。チームが提示した
プランに対して、企業担当者から指摘を受ける。

高校生→ビデオ録画プレゼン based 
on Presentation skill feedback→ロ
ジャース先生のアプリを活用
大学生→高校生ビデオ録画プレゼ
ンをまとめて発表

9

一次提案のフィードバックを踏ま
えたリサーチ活動と理論的枠組み

（6/6）

企業の指摘を受けて、再度チーム活動を行う。プ
レゼンテーションを振り返り、チームで自己評価
を行う。指摘された改善すべき点を再確認し、引
き続き強調する点などを明確にしながら、討論を
通じてプランの立て直し策を練っていく。

火曜日2限（10：50-12：20）Zoom

10

課題解決に向けたチーム活動
（6/13）

チームごとに、各自が収集した情報を踏まえた簡
単な発表をし、課題に関する基礎知識や基本情報
を共有したうえで、議論を深めながら課題解決プ
ランを構想していく。一次提案に向けて、プレゼ
ンテーションの準備を行う。

火曜日2限（10：50-12：20）Zoom

11 課題解決に向けたチーム活動
（6/20）

最終提案に向けて、プレゼンテーションの準備を
行う。

火曜日2限（10：50-12：20）Zoom

12 課題解決に向けたチーム活動
（6/27）

最終提案に向けて、プレゼンテーションの準備を
行う。

火曜日2限（10：50-12：20）Zoom

13

最終提案
（7/4 15時-7時）

企業の担当者を前に、各チームが課題解決プラン
を提案するという形でプレゼンテーションを行う。
チームが提示した最終プランに対して、企業担当
者から講評を受ける。

高校生→リアルタイムとビデオ録
りチームで個別対応
高校生課題→ポストアンケート

14
全体の振り返り

（7/11）
授業全体を振り返り、学んだことをチーム単位で
話し合う。チームごとにプレゼンテーションを自
己評価し、最終課題への反省を発表する。

大学生→ポストアンケート

15 今後の学びと目標設定（7/18） 学生一人ひとりが講座全体を振り返り、今後の学
びの目標を立てる。
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2－3　授業評価

　各活動後に高校生、大学生にリアクションペー

パーを提出させ、毎回学生たちの学びを把握した。

本活動実施前と実施後に、学生たちの問題解決の能

力や、ICT能力、英語力、プレゼンテーション能力

など、また学生満足度などのアンケート調査を行い、

80％の達成度を目指した。

2－4　国際団体

　国際団体は、シンガポール・ボタニック・ガーデ

ンとハビタット・フォー・ヒューマニティ・シンガ

ポールの2団体である。シンガポール初の世界遺産

であり、国立庭園として設立されたボタニック・ガー

デンの課題は「ガーデン内のギャロップ・エクステ

ンションの来場者を増やすための施策を提案する」

というものである。各チームはシンガポールの自然・

伝統・食文化を活かした商品やボタニカル・ガーデ

ンの魅力を活かした過ごし方、日本文化とのコラボ

レーションの提案など様々な視点からボタニカル・

ガーデンのプロモーションについてプレゼンテー

ションを行った。

　もうひとつは、国際NGO団体で、世界70国以上

であらゆる人々の住まいの問題に取り組むハビタッ

ト・フォー・ヒューマニティのからの課題で、「年

代別でのボランティア活動の参加人数を増やす施策

を提案する」というものであった。各チームはボラ

ンティアに関心のある人たちの思考や興味関心につ

いてデータ分析し、効果的なSNS配信によるPR方

法や、学校と旅行会社がプランナーとなりボラン

ティアツアーを組むといったユニークなボランティ

ア活動のプロモーション方法などを提案した。

　各団体からは日本の学校のボランティア教育の現

状について、対象に的確に届けるための効果的な

SNS配信戦略についてどう考えるか、など様々な

問いかけがあり、学生らは英語での質疑応答に自分

たちの考えを伝え、参加者との交流を深めた。審査

員として参加した外国語学部の教員からは、「4月

の開始から今日まで、各チームのプレゼンに成長が

みられた」、「Q＆Aセッションの中で質問に対する

瞬間的な回答ができるように、これからも経験を積

んでほしい」などと総評があった。

2－5　高校生・大学生の様子

　本授業を履修している学生のうち、主体的に活動

し、授業外でも高校を訪問し、チームの高校生とと

もに課題に取り組んでいた学生もいた。また、大学

生がリーダーシップをとり、高校生に働きかけなが

ら、高校生の自主性を尊重しながら、意見をまとめ、

第一次提案のフィードバックを受け、問題点や課題

を発見し、発表内容の質の向上につなげていた。

　高校生にとっては、「海外企業が最終プレゼンの

聞き手であること」に関して、課題解決やチームビ

ルディングに奮闘する姿が見られるなど、普段の授

業ではなかなか体験できない学びが起こっている姿

がありありと見られた。

2－6　本プロジェクトのメリットと課題

　大学側のメリットとしては、学部として提供して

いる1年生のFSPから今回のような応用的な基礎

演習授業をすることにより、3年生からの専門ゼミ

演習をつなげ、4年間を通じて実践的知識やスキル

を獲得することができる点である。今後の課題とし

ては、学部として恒常的なプログラムとするのか、

するためにどのような方法をとるかということを考

えていかなくてはいけない点である。

　高校側としては、まさに「生きた英語を活用する」

ということを体験できたことが生徒にとってまたと

ない機会となった。課題のレベル調整や前提の事前

共有などをより綿密に行うことで、さらに多くの学

びに繋げられると感じた。
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2－7　�高大連携のプロジェクトに係る広報

とオンラインセッティング

　本プロジェクトにおける広報に関しては、ポス

ターを作成し（図2）、関係各所に配付することで

イベントの周知を図った。作成の際、「高大連携」、「シ

ンガポール」、「オンライン」というキーワードをい

かに視覚化するかに配慮した。

　プレゼン・イベント実施の準備としては、一人一

台のPCをあてがわれた発表学生を同室で管理しつ

つ、ZOOM映像をスライド投映する工夫が必要で

あった。特に教室全体で音声を視聴でき、また着席

場所の位置での音声を収録できるように360度web

カメラのソースネクスト「KAIGIO CAM360」を

使った。同一教室での複数ZOOＭ使用時に起こり

がちなマイク設定によるハウリングが生じ、一時的

に通話音声の不具合が発生した経験は今後に活かし

たい。

3　インターナショナル教員のフィードバック

　インターナショナル教員5名に対して、チームが

7チームであったため、3名の教員がそれぞれ1チー

ム、2名の教員がそれぞれ2チームを担当し、それ

ぞれのチームの一次提案ビデオを視聴し、フィード

バックを行った。その後、最終提案後にも各担当チー

ムに再度、フィードバックを行った。

　インターナショナル教員によるフィードバックにつ

いて4つの観点からのまとめは以下の通りであった。

問1　 第一次提案のプレゼンテーションの特徴は 

何か？

長所

・内容的に理論的にまとまっていた。

・わかりやすいものであった。

・課題に対して、調査して発表していた。

・ 非常に印象的でデザインも素晴らしく、情報も的

確で、テキスト量も多くなかった。

・語彙も、文法も正確であった。

短所

・内容的に理解できない部分もあった。

・スライドの文字が多く、小さく見づらかった。

・ぎこちない表現や言い回しがあった。

・個々の発音が分かりにくかった。

・ ストレス、イントネーション、弱母音の発音など

のような超分節の発音が難しかった。

問2　 第一次提案に対して、チームの生徒たちにど

のような改善点などのフィードバックをした

か？

スライド

・ スライドの順番を導入、本論、結論と理論的な流

れになるように構成する。

・ スライドが多すぎて、聴衆がついていけない場面

があるため、少なくする。

・スライドの文字を大きくした方がよい。

・図をシンプルにわかりやすくする。

・ パワーポイントのアニメーション機能を使って、

現在議論している情報だけが見えるようにする。

プレゼンテーションの仕方

・ カメラに向かってアイコンタクトやジェスチャー

をした方がよい。

図2　広報ポスター
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・ メモを手に原稿を読んでおり、適切なボディラン

ゲージとジェスチャーが必要である。

英語運用

・ 語彙のスペルミスや言葉遣いの一貫性に気を付け

る。

・大文字・小文字の使用のミスを修正する。

・適切な接続フレーズを使用したほうが良い。

発音

・ 個々の音素の発音、また超分節音が分かりにくい

ので練習が必要である。

問3　 最終提案のプレゼンテーションでは、第一次

提案のフィードバックで指摘された点が改善

できていたか？

改善点

・内容は整理され洗練されていた。

・テキスト原稿が大幅に改善された。

・ プレゼンテーションは非常にスムーズで、説得力

があり、論理的で、興味深く、わかりやすかった。

・ アイコンタクトやジェスチャーが分かりやすく

なった。

問題点

・ スライドの図において、アニメーションを使って

いたが、あまり効果的であるとはいえなかった。

・スライドの文字を読んでいた。

・発音に関しては十分改善されていなかった。

問4　今後のさらなる改善点は何か？

・ オンラインであるため、発表者もよく見えるよう

にすると良い。

・ プレゼンテーションの回数を増やし経験をするこ

とが必要。

・ 発音については、小学校などの低学年から指導し、

誤った発音が化石化しないように、教員の指導お

よび教育方法を開発する必要がある。

・ よく習熟している言葉を使うことで発音が分かり

やすくなる。

・質疑応答の練習が必要である。

・ 特に質問者の意図を理解するため、質問の言いか

えなどの方法を学ぶ必要がある。

　上記のように、インターナショナル教員の報告で

は、各チームの発表内容に関して、第一次提案は、

内容的には理論的で、リサーチも行っており、非常

に良いという印象である。しかしながら、プレゼン

テーションの方法においては、スライドの構成、文

字の量が多く、それを直接的に読んでおり、アイコ

ンタクトやジェスチャーがなく、また、個々の発音

やストレス、イントネーションなどが正確でないた

め、理解しにくい点もあったとのことである。その

後のフィードバックから、スライドやアイコンタク

トやジェスチャーなど改善されたが、発音に関して

はまだ十分には改善されておらず、練習が必要であ

る。さらに、質疑応答では、シンガポールの企業か

らの質問の意図に窮することがあり、“So what you 

are asking is …”などのような言い回しを知ってお

くほうが良いという指摘もあった。しかしながら、

発音などの不十分な点は見られるものの、第一次提

案後のインターナショナル教員のフィードバックを

受け、最終提案では、プレゼンテーションの方法な

どにおいてかなり改善が見られたといえる。

4　高大連携プロジェクトの課題

　本高大連携プロジェクトを行うにあたり、以下の

諸点が問題となる。

・高校と大学のクラスサイズ比

・ クラス内の英語によるプレゼンテーション力の格

差

・ 時間割、およびコース内カリキュラムとの整合性

の問題

　まず高校と大学のクラスサイズ比であるが、どち

らか一方が圧倒的多数派になるのも望ましくない。

大学の方は履修者制限が比較的可能だが、高校の方
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は、たとえばあるクラスが学校の授業として取り組

む場合、平等性の観点から、同列の全クラスが関わ

る必要がある。2クラスある場合でも60-80名とな

る。今年度のプロジェクト実施においては、大学1

クラス、高校1クラスの実施で、高校生の方が多く

配当された。今後、別の学校に広げていく場合、大

きな課題になるだろう。

　次にクラス内の英語によるプレゼンテーション能

力の格差である。国際コースにおいても、帰国子女

などの成長過程の背景の違いから、英語の流暢性が

高い生徒もいれば、そうではない生徒もいる。一般

的な能力格差は存在するが、本プロジェクトのよう

なリアルなPBLになると、かなり顕在化すると思

われる。したがって、この解決策としては、希望者

を募る制度にするなどが考えられる。

　最後に時間割、およびコース内カリキュラムとの

整合性についてふれたい。本高大連携プロジェクト

は、高校学習指導要領（外国語）が目標とする4技

能や言語知識、思考力・判断力・表現力、および主

体的に学びの向かう力のすべてをカバーしている。

したがって実施自体は、まったく問題ない。一方、

コース内では通常の教科書を用いた授業を進める必

要もあり、どのようにこのプロジェクトと整合させ

ていくかには、少なくない困難もあるだろう。時間

割の関係では、日々の時間割が合うかの問題に加え

て、文化祭、体育祭、修学旅行など、特活のための

スケジュール変更がよくあるのが高等学校である。

これらの解決案としては、オンデマンドの録画ビデ

オなどを作成することである。実際、本プロジェク

トにおいても、大学での授業や企業からの課題は高

校生側からの都合によりすべて録画で行った。

　諸所の問題を克服するには、学校および生徒の保

護者の理解が得られるかが大きい要因となる。多く

の課題はあるものの、海外企業とのPBLは、これ

からのいわゆる「グローバル」な社会を担う若者に

とって貴重な経験となることは間違いない。

5　まとめ

　今回名城大学附属高校では27名が参加し、大学

の授業において経営分析の方法などやインターナ

ショナル教員からの英語プレゼンテーションにおけ

るフィードバックを受けたことが、高校生にとって

は非常に学びが大きかったとのことであった。

　名城大学からは2年生の5名が参加した。プログ

ラム終了後に、本プログラムにおいての学びについ

てのインタビューを行った。各チーム活動としては、

授業時間以外でも夜遅くまで何度もZOOMで話し

合いを重ねたとのことであった。大学生は、どうやっ

たらリーダーとして高校生の意見を引き出しまとめ

るかということに大変さを感じると同時に、自分自

身が成長したということで、初めての年齢差のある

多様なチームでの活動に非常に達成感があったとの

コメントであった。また、海外団体からのリアルな

課題に対してZOOMで、また英語でプレゼンする

ことに対しても、自分のキャリアを想定する大きな

きっかけになったとのことで、とても自信にあふれ

ていた。

　このように、国際企業、高校生、大学生と多様な

文化背景、年齢の人たちとの協働学習から英語での

コミュニケーション能力を高めることができ、

ZOOMなどICTの知識と技術を身に着け、専門性

も高めることができた。さらには、課題解決のため

のチームの活動においてリーダーシップ力を高める

ことができたことが、大学生にとっての高大連携の

意義であるといえる。
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令和5年度名城大学教育年報（教育実践報告）募集要項
1．教育年報発刊の目的

名城大学における優れた教育実践やその成果を共有・蓄積し、広く教育の質の向上に資することを目的とし

ます。

2．投稿内容
教育実践報告とします。教育実践報告とは、教育実践を対象とした取り組みで、本大学及び他大学の学部・

研究科・センター・部署の参考になるような報告とします。

3．投稿資格
原則として、本大学の専任職員（教員・事務職員）及び本大学非常勤講師の在籍者とします。なお、本大学

を退職した方の投稿については、退職後3年以内を目安とします。退職後に投稿を希望される場合、事前に

大学教育開発センターまで投稿資格をご確認ください。

4．投稿件数
第一著者（first author）としての投稿件数については、単著・共著に関わらず1名につき1件までとします。

5．投稿原稿の構成と表記
＊執筆担当者

　・共同執筆の場合は、1ページ目下部に、各々の執筆分担箇所を明記してください。

＊原稿

　・A4版の用紙を使用

　・ページ数：8ページ以内とします。（図表を含めた刷り上がりのものを示す。）

　・文字や図表の色は白黒であること。

＊文字数

　・本文：横書き23字（英文の場合は38字程度）×2段組

＊行数

　・36行（2段組）

＊書体

　・日本文：MS明朝

　・英　文：Times New Roman

＊文字サイズ

　①投稿種別：11pt

　②表題（Title）：18pt

　③氏名・所属（Name・Faculty）：11pt

　④章タイトル（Heading）：10.5pt（MSゴシック）

　⑤本文（Main Text）：9pt

＊表記

　・章･節･項に対応した数字体系を付してください。

　　　　（例） 1 

1－2 

1－2－1

　・参考･引用文献は、文中の引用箇所の肩に１）、２）などと表し、末尾に一括して掲載してください。
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6．投稿原稿の確認
　投稿された原稿の形式や表現等に加えて、教育年報の趣旨・目的に整合しているかをFD・SD専門委員会

にて確認いたします。

　投稿された原稿が教育年報の趣旨・目的から大きく外れている場合、大学教育開発センター委員会での審

議により不掲載になる場合があります。

7．発刊形態
名城大学ウェブサイトおよび名城大学学術機関リポジトリにて公開します。

8．原稿料
原稿料のお支払いはございませんが、1原稿につき別刷20部を献呈します。

※20部以上を希望する場合は自己負担にて作成可能です。

9．原稿の責任と権利
　掲載された報告等の内容についての責任は著者が負うものとします。また、その著作権は著者に属します。

編集権・出版権は名城大学大学教育開発センターに属します。

　名城大学教育年報への投稿に際しては、名城大学ウェブサイトにおける公開および名城大学学術機関リポ

ジトリへの登録を許諾したものとします。なお、この許諾は複製権と公衆送信権の行使のみに係るものであ

り、投稿者の著作権の所在に影響を及ぼすものではありません。

10．提出について
（1）提出物： 提出票1部 

原稿データ　※Word及びPDFの2種類をご提出ください。

（2）提出期限 ： 令和5年11月17日（金）17：00必着

（3）提出方法 ：  名城大学大学教育開発センター（本部棟3階）へ持参またはGoogleフォームにてアップロード

Googleフォーム　https://forms.gle/TWfCRp4qtFyMLKas8　  

※名城大学のGoogleアカウントをお持ちの方のみ利用可能です。

（4）様式 ： 下記よりダウンロードしてください。

https://www.meijo-u.ac.jp/academics/education/center/publication/annual/outline.html

問い合わせ先　〒468-8502　名古屋市天白区塩釜口一丁目501番地 

　　　　　　　名城大学　大学教育開発センター

　　　　　　　　　 Tel   052-838-2032

　　　　　　　   E-mail　edcenter@ccml.meijo-u.ac.jp
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名城大学教育年報　第18号（2024年3月）

<1ページ目様式>

＊文字数

　・本文：23字（英文の場合は38字程度）×2段組

＊書体

　・日本文：MS明朝

　・英文：Times New Roman

＊文字サイズ

　①投稿種別：11pt

　②表題（Title）：18pt

　③氏名・所属（Name・Faculty）：11pt

　④章タイトル（Heading）：10.5pt（MSゴシック）

　⑤本文（Main Text）：9pt

　⑥執筆担当：8pt（共同執筆の場合のみ）

<2ページ目以降様式>

＊文字数

　・23字（英文の場合は38字程度）

＊行数

　・36行（2段組）

※参考文献は最後にまとめて記入してください。

※ 共同執筆の場合は氏名の右肩に「＊」「＊＊」を

振り、1ページ目の下段に執筆担当箇所を明記

してください。

※③所属については、

　専任の場合、名城大学○○学部○○学科

　非常勤の場合、名城大学非常勤講師

と記載してください。

F D ・ S D 専 門 委 員 会 委 員

所属等 職　名 氏　名 備　考

大学教育開発センター センター長 山田　宗男 副学長・情報工学部教授

学務センター センター長 山本　雄吾 経済学部教授

法学部 教授 松本　俊太

経営学部 教授 堀川　新吾

経済学部 教授 名和　洋人

理工学部 教授 成田　浩久

農学部 教授 大浦　健

薬学部 教授 大津　史子 座長

都市情報学部 教授 酒井　順哉

人間学部 教授 岡戸　浩子

外国語学部 教授 津村　文彦

情報工学部 准教授 米澤　弘毅

総合学術研究科 准教授 神藤　定生

教職センター 准教授 木村　美奈子
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あとがき

　令和5年度『教育年報』、第18号が刊行される運びとなりました。

　名城大学大学教育開発センター委員会では、教育の質保証を実質化すべく、様々な教育改善活動に取り組ん

でおり、教育活動に関する研究や実践事例を共有蓄積し、広く教育の質の向上に資することを目的として、本

年報を毎年発刊しています。

　本年度の『教育年報』は、「特別寄稿」および「教育実践報告」による構成となっており、教育の質向上に加

えて、教育の工夫やICT活用による教育実践および学習支援に関しても寄稿頂きました。

　特別寄稿では、教育功労賞を受賞された2名と1グループから寄稿頂きました。経済学部の勝浦正樹 教授か

らは、昨年度より全学共通科目として開講が始まった「データサイエンス・AI入門」について、理工学部の宮

田喜久子 准教授からは、実践的教育機会の実現支援と高大連携教育による次世代の育成について、情報工学部

の坂野秀樹 教授らのグループからは、情報工学部設置に伴う柔軟な学びのフレームワークの実装について紹介

いただきました。

　教育実践報告では、教育実践を対象とした取り組みで、その実践手法が横断的に他学部、さらには他大学の

参考になるような事例報告4篇を掲載しております。

　教育は変化し続けるプロセスであり、新たな課題に対応するためには、協力と共有が不可欠です。本「教育

年報」を通じて、異なる視点やアプローチを理解し、優れた実践を共有することで、教育の質に対する共通の

理解を深め、持続可能で包括的な学習環境の構築を実現できればと思います。共に学び、共に創り上げる教育

の未来に向けて、皆様と共に歩んでいけることを心より願っております。

　本年報の発刊にあたり、原稿の校正にご協力いただきました先生方、御寄稿頂きました先生方には、この場

をお借りして厚く御礼申し上げます。

大学教育開発センター委員会

大学教育開発センター長　山田　宗男





令和 6 年 3 月

発　行：名城大学　大学教育開発センター

編　集：名城大学　大学教育開発センター

住　所：〒 4 6 8 - 8 5 0 2
　　　　名古屋市天白区塩釜口一丁目 5 0 1 番地
電　話：（ 0 5 2 ） 8 3 8 ― 2 0 3 2
FAX：（ 0 5 2 ） 8 3 3 ― 5 2 3 0
H　P：https://www.meijo-u.ac.jp/academics/education/center/
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